
地域医療構想の取組状況と
今後の取組方針について

令和元年10月
北海道 保健福祉部 地域医療課

その先の、道へ。北海道
Hokkaido. Expanding Horizons.

資料１



説明内容

１．国の動き

２．道の取組
・基本的な考え方
・これまでの取組状況
・今後の取組方針

３．道の各種支援事業

４．具体的な取組事例
1



説明内容

１．国の動き

２．道の取組
・基本的な考え方
・これまでの取組状況
・今後の取組方針

３．道の各種支援事業

４．具体的な取組事例
2



○平成29年6月「経済財政運営と改革の基本方針2017」(骨太の方針)
地域医療構想の実現に向けて地域ごとの「地域医療構想調整会議」での具体的議論を促進する。病床の

役割分担を進めるためデータを国から提供し、個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針の速やか
な策定に向けて、２年間程度で集中的な検討を促進する。

○平成30年6月「経済財政運営と改革の基本方針2018」(骨太の方針)
地域医療構想の実現に向けた個別の病院名や転換する病床数等の具体的対応方針について、昨年度に続

いて集中的な検討を促し、2018年度中の策定を促進する。
公⽴・公的医療機関については、地域の医療需要等を踏まえつつ、地域の⺠間医療機関では担うことが

できない⾼度急性期・急性期医療や不採算部門、過疎地等の医療提供等に重点化するよう医療機能を⾒直し、
これを達成するための再編・統合の議論を進める。

○令和元年5月16日 地域医療構想に関するワーキンググループ
地域の実情は、地域の関係者にしか分かりえない側⾯はあるものの、各構想区域の地域医療構想調整会

議における議論が、病床数の多寡のみに固執した機械的で形骸化された議論が繰り返されることのないよう
注意を促す観点から、厚⽣労働省において、診療実績等の⼀定の指標を設定し、各構想区域の医療提供体制
の現状について分析を⾏うこととする。

厚⽣労働省は、各都道府県に対し、この分析結果を踏まえ、⼀定の基準に合致した場合は、これまでの
各構想区域の具体的対応方針に関する合意内容が、真に地域医療構想の実現に沿ったものとなっているか、
地域医療構想調整会議において改めて検証するよう要請することとする。

他の医療機関による役割の代替可能性がある公⽴・公的医療機関等 ： 2020年３⽉末まで
再編統合の必要性について特に議論が必要な公⽴・公的医療機関等 ： 2020年９⽉末まで 3

国における地域医療構想に関する動き



2040年を展望した医療提供体制の改⾰について（イメージ）

�医療資源の分散・偏在

⇒都市部での類似の医療機能を持つ医療
機関の林立により医療資源の活用が非
効率に

⇒医師の少ない地域での医療提供量の不
足・医師の過剰な負担

�疲弊した医療現場は医療安全への不安に
も直結

現在

①医師の労働時間管理の徹底
②医療機関内のマネジメント改革（管理者・医師の意識改革、業務の移管や共同化

（タスク・シフティングやタスク・シェアリング）、ICT等の技術を活用した効率化 等）

③医師偏在対策による地域における医療従事者等の確保（地域偏在と診療科偏在
の是正）

④地域医療提供体制における機能分化・連携、集約化・重点化の推進（これを推進
するための医療情報の整理・共有化を含む）⇒地域医療構想の実現

①全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針の合意形成
②合意形成された具体的対応方針の検証と地域医療構想の実現に向けた更なる対策
③かかりつけ医が役割を発揮できるための医療情報ネットワークの構築や適切なオンライン診療等を推進するための適切なルール整備 等

現在 2040年

2025年までに
着手すべきこと

円滑なチーム医療

かかりつけ医が役割を発
揮できる適切なオンライン
診療等医療アクセス確保

地域医療連携専門
コンサルテーション

情報ネットワーク
整備

2040年を展望した2025年までに着手すべきこと

2040年の医療提供体制（医療ニーズに応じたヒト、モノの配置)

都市部集中

機能の重複
ICT等の活用による負担軽減

2040年

どこにいても必要な医療を最適な形で

• 限られた医療資源の配置の最適化（医療従事者、病床、医療機器）
⇒医療計画に「地域医療構想」「医師確保計画」が盛り込まれ、総合的な医療提供体制改革が可能に

• かかりつけ医が役割を発揮するための医療情報ネットワークの整備による、地域医療連携や適切なオンライン診療の実施

医師・医療従事者の働き方改革で、より質が高く安全で効率的な医療へ

• 人員配置の最適化やICT等の技術を活用したチーム医療の推進と業務の効率化
• 医療の質や安全の確保に資する医療従事者の健康確保や負担軽減
• 業務の移管や共同化（タスク・シフティング、タスク・シェアリング）の浸透

医師・医療従事者の働き方改革の推進

地域医療構想の実現等

①地域医療構想や2040年の医療提供体制の展望と整合した医師偏在対策の施行
・ 医師偏在指標に基づく医師確保計画の策定と必要な施策の推進
・ 将来の医療ニーズに応じた地域枠の設定・拡充

・ 地域ごとに異なる人口構成の変化等に対応した将来の診療科別必要医師数を
都道府県ごとに算出

② 総合的な診療能力を有する医師の確保等のプライマリ・ケアへの対応

実効性のある医師偏在対策の着実な推進

◯医療提供体制の改革については2025年を目指した地域医療構想の実現等に取り組んでいるが、2025年以降も少子高齢化の進展が見
込まれ、さらに人口減に伴う医療人材の不足、医療従事者の働き方改革といった新たな課題への対応も必要。

◯2040年の医療提供体制の展望を見据えた対応を整理し、地域医療構想の実現等だけでなく、医師・医療従事者の働き方改革の推進、
実効性のある医師偏在対策の着実な推進が必要。

派遣等による医師確保

医療機能の集約化

総合的な診療能力を
有する医師の確保

三位一体で推進
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H31.3.28

経済・財政一体改革推進委員会 厚労省資料
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地域医療構想の実現に向けた基本的な考え方

１．目的の再認識
地域医療構想の目的は、今後、人口構造の変化に伴い、医療・介護を含めた地域生活におけるニー

ズやこれに対応する取組・支援の担い手が変化していくことを直視し、各地域において、各々の実情
や住民の希望を踏まえつつ、限られた資源を有効活用しながら、いかなる機能を確保していく必要が
あるかを現実的に検討し、具体的な取組を進めていくことである。

地域医療構想で示す「病床数の必要量（以下「必要病床数」という。）」や「在宅医療等の新たな
サービス必要量」等の推計値は、こうした検討を進める際の一つの参考値として重要であるが、今後
の地域医療の在り方を示す絶対的な数値ではないとの認識を改めて共有する必要がある。

２．役割の整理
〇 地域医療構想調整会議においては、まずは、各地域の実情を示すデータや構想を踏まえた取組状

況等を「情報共有」するとともに、各市町村・医療機関が抱える課題や当該地域で確保に取り組むべ
き機能等について「意見交換」を行うことが重要である。（「協議」という文言にこだわらない）

〇 各市町村・医療機関においては、「情報共有・意見交換」の状況や自らの財務状況等を踏まえ、
住民の理解も得ながら、自らの具体的な取組内容を検討していく必要がある。

〇 道においては、本庁による道内外の取組状況を踏まえた政策立案・情報提供等と保健所による地
域の実情を踏まえた調整等との連携を十分に図りつつ、調整会議を効果的に運営していくとともに、
医療介護基金等により各市町村・医療機関の具体的な取組を支援していく。

３．実現に向けた具体的な取組
上記の「目的」と「役割」を改めて共有した上で、まずは、「地域における検討の促進」に取り組

むことが重要である。併せて、検討状況を踏まえつつ、「地域の実情に応じた医療連携体制の構築」、
「医療関係者と行政・地域の連携による人材確保」に取り組んでいく必要がある。
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H30 構想説明会
本庁資料



地域における議論の進め方

○ 病床機能報告は、各医療機関が、「病棟ご
と」に、その機能を「自主的に」選択。「急性
期」病棟の中に「回復期」の患者も入院してい
ること、各医療機関の判断がマチマチであるこ
と等から、必要病床数と比較しても、実際にど
の程度「過剰」又は「不足」しているのか不明。

病床機能報告がより精緻なものとならなけれ
ば、議論を進めることは困難。

○ 現在の低い病床利用率や今後の患者数の減少
を踏まえ、休床中の病床と、稼働中の病床の一
部を返上した場合には、必要病床数と同程度に
なるので、いずれ必要病床数は実現される。

○ 現在、「急性期」「慢性期」と報告されてい
る病棟のうち、「13対1」や「15対1」の病
棟が「回復期」と報告された場合には、回復期
の必要病床数が確保できるので、現状どおりで
問題ない。

「絶対的な数値」として捉えた場合(⼀例)

○ 「急性期」、中でも医療資源投入量が多い医
療の需要は、今後、減少傾向。

各医療機関の経営判断のみに委ね、各医療機
関が規模を縮小した場合、地域に必要な機能が
確保しづらくなるおそれ。

継続的な医師確保（症例の確保）、確保がよ
り困難になる医療専門職の有効活用を考えた場
合、急性期機能の集約化など、効率的な提供体
制の構築が必要。

○ 「回復期」、医療資源投入量が比較的少ない
医療の需要は、今後、一定程度、増加傾向。

患者の利便性確保や急性期を担う医療機関の
負担軽減等の観点から、急性期経過後の患者を
早期に受け入れられる体制（リハビリ機能の強
化や転院時の連携体制の構築）、比較的軽症な
患者に対応可能な体制を整える必要。

○ 「慢性期」については、介護医療院への転換
状況、在宅医療を行う医師等の状況を踏まえつ
つ、長期療養を要する患者の受け皿の規模感に
ついて精査が必要。

「大まかな方向性」として捉えた場合(⼀例)

さらに
必要な
視点

7

具体的な
取組に
向けて

○ 「必要病床数」のみならず、医療ニーズの状況や
個々の医療機関の状況等を示すデータ、今後に向け
た課題等を十分に共有し、意見交換を行う必要

○ 一部の関係者等で詳細な議論を進めることも重要



地域における議論の進め方

地域の実情の共有
①人口構造の変化（⾼齢化、⾼齢者も含めた人口減、労働⼒人口の減少など）
②医療ニーズの状況（疾患、診療内容、受療動向など）
③病院・有床診療所の状況（患者の数・状態像、医療従事者、診療内容など）

④構想の取組状況（病床の機能・規模の⾒直し、診療報酬改定への対応、他医療機関との連携など） など
⇒ 道庁が保有するデータの提供、調整会議における情報共有（各医療機関の発⾔）

24

地域の課題に関する意⾒交換
①地域において維持・確保する必要がある機能

（隣接圏域との連携を踏まえてもなお当該圏域で維持すべき機能、将来に向けて不⾜が⾒込まれる機能など）
②関係機関で強化・推進する必要がある連携体制

（急性期－回復期の連携、在宅医療の推進に向けた介護も含めた連携など）
③医療従事者の確保に向けた環境整備

（症例確保に向けた機能集約、限られた医療従事者を前提とした効率的な提供体制、地域住⺠の理解など） など

・病床機能報告(4機能以外の情報あり)

・レセプトデータ分析事業 など

※ 具体的な要望には随時対応

各医療機関等による発言の機会を
設けるなど、議論を活性化

※ 環境整備について地域ごとに工夫

各医療機関等による発言の機会を
設けるなど、議論を活性化

※ 議論の環境について地域ごとに工夫

地域の課題に応じた取組の検討・推進
役割分担の推進、急性期機能等の集約、医療機関の再編・統合、在宅医療の体制確保、継続的な意⾒交換 など

・各医療機関等における検討
・課題に応じた検討の場の設定 など
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H30�9�28

医療計画の見直し等に関する検討会資料

9



10

レセプトデータ分析事業により提供可能な資料の例
（疾患別の受療動向）

○社会保険表章用疾病分類及び疾病分類に含まれる疾患ごとの受療動向
（例）循環器系の疾患

内分泌、栄養及び代謝疾患のうち糖尿病 など
○診療の日数、診療行為の件数、患者の人数を集計
○診療行為（手術、検査、画像診断など）とのクロス集計も可能

加入者
１次医療圏

医療機関
１次医療圏 日数 件数 人数

○○町 ●●市 356 18 4

○○町 ▲▲市 1,442 112 67

○○町 ■■町 340 12 3

○○町 ○○町 4,857 175 37

○○町 △△町 8 1 1

○○町 □□町 2 1 1

○○町 ◇◇町 9 1 1

△△町 ●●市 9 2 1

△△町 ▲▲市 1,824 122 57

△△町 ■■町 139 5 1

△△町 ◆◆町 306 10 1

△△町 ○○町 2,573 111 30

△△町 △△町 1,518 55 10

△△町 □□町 193 9 3

△△町 ◇◇町 24 2 1
・
・
・

○○町

△△町

□□町

◇◇町

☆☆町

＜循環器系の疾患における受療動向例＞ 医療機関
1次医療圏
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レセプトデータ分析事業により提供可能な資料の例
（医療機関別の受療動向）

○各市町村の医療機関別の受療動向
○診療の日数、診療行為の件数、患者の人数を集計
○各医療機関の市町村別の流入状況の集計も可能

・
・
・

加入者
１次医療圏 医療機関名称 日数 件数 人数

○○市 市立○○病院 18,909 1,110 493

○○市 △△市立病院 4,825 460 267

○○市 医療法人□□記念病院 45,029 1,528 208

○○市 ◇◇市立病院 3,479 241 127

○○市 ☆☆脳神経外科病院 3,528 184 74

○○市 ○○診療所 1,793 134 68

●●市 市立●●総合病院 22,997 1,299 494

●●市 △△市立病院 6,829 569 316

●●市 ◇◇市立病院 2,816 201 110

●●市 ☆☆脳神経外科病院 2,124 122 55

●●市 ○○診療所 925 70 39

◇◇市 ◇◇市立病院 39,074 2,684 1,327

◇◇市 △△市立病院 12,337 1,044 577

◇◇市 ☆☆脳神経外科病院 15,151 701 255

○○市

●●市

◇◇市

△△市

医療機関
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平成２８年１２月 「北海道地域医療構想」策定

①平成２８年度中
「新公立病院改革プラン」(総務省)

②平成２９年中
「公的医療機関等2025プラン」(厚労省)

③平成２９年１０月
「地域医療構想に係るアンケート調査」(道独自)

平成２９年度中
「地域医療構想推進シート」作成 (道独自)

※ 平成３０年８月までに全ての医療圏で作成

北海道におけるこれまでの取組状況①（～平成２９年度）

13

各医療機関の
「対応方針」

進捗状況と今後の方針
の「見える化」

H30 構想説明会
本庁資料



平成３０年５月
「北海道における地域医療構想の進め方について」(P.15 )

○平成３０年６月～
「地域医療構想に関する説明会」(P.16)

※構想の目的、基金事業、地域のデータ等を共有

○平成３０年１０月～
「地域医療構想の推進に関する意向調査」(P.17)

※2025年の圏域で担う役割、病床機能・病床数等

○地域医療構想アドバイザーの参画(P.21～22)

調整会議の運営方法の検討(P.23)

議論の活性化に向けたデータ提供 など

平成３０年度中
「地域医療構想推進シート」の更新(P.24～25)

北海道におけるこれまでの取組状況②（平成３０年度）

調整会議の
「運営方針」

「情報共有・意見交換」の場づくり
に向けた環境整備

○平成30年12月
地域医療構想調整会議協議会

(P.19～20)

※各圏域の課題、議論の進捗状況、
調整会議の活性化に向けた方策
などについて意見交換

各圏域の状況共有

平成30年度末における
進捗状況と今後の方針の「見える化」
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北海道における調整会議の運営等の方針
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「北海道における地域医療構想の進め方について」(H30.5.24決定)

「平成30年度以降の医療介護基金の配分に当たっては各都道府県における具体的対応方針のとりまとめの
進捗状況についても考慮する」との記載を踏まえ、各医療機関に意向調査への協力を要請

厚労省通知(概要) 道の対応方針

１．地域医療構想調整会議の運営

○ 年４回は調整会議を実施。

○ より多くの医療機関の主体的な参画が得られるよう運営。

○ 以下のとおり調整会議(部会、説明会等を含む)を実施。

4月～6月 医療資源・受療動向等のデータや道内外の事例等の共有、
基金事業の説明、活用予定の共有(H30は7月～9月) 等

7月～9月 病床機能報告の結果共有 等
10月～12月 地域医療構想に係る意向調査結果の共有 等
1月～3月 地域医療構想推進シートの更新 等

○ 各圏域の実情を踏まえつつ、説明会の開催等も含め、全ての病
院・有床診療所が情報共有・意見交換に参画できる機会を設定。

２．調整会議での議論

○ 個別の医療機関ごとの医療機能や診療実績を提示。

○ 以下の場合には調整会議への出席・説明を要請。

・過剰な病床機能に転換しようとする医療機関
・病床が全て稼働していない病棟を有する医療機関
・開設者を変更する医療機関(個人間の継承を含む)

○ 病床機能報告等に基づく医療資源・受療動向等のデータや道内
外の事例等を共有。

○ 地域医療構想に係る意向調査(アンケート調査)について、過剰
な病床機能への転換、非稼働病床の取扱い、開設者の変更等に
関する項目を追加。調整会議で意向調査結果を共有(必要に応じ
て出席・説明を要請)。

３．対応方針の決定

○ 個別の医療機関ごとの具体的な対応方針を、調整会議で協議し、決定。
協議が整わない場合は繰り返し協議を行い、速やかに決定。決定後に見
直す必要が生じた場合、改めて調整会議で協議。

・新公立病院改革プラン：平成29年度中に協議
・公的医療機関等2025プラン：平成29年度中に協議
・その他の医療機関：平成30年度中に協議

○ 毎年度、地域医療構想の達成に向けた具体的な対応方針をとりまとめ。
対応方針には、調整会議で2025年における役割・医療機能ごとの病床
数について合意を得た全ての医療機関の以下の事項を含むものとする。

・2025年を見据えた構想区域において担うべき医療機関としての役割
・2025年に持つべき医療機能ごとの病床数

○ 毎年度、全ての病院・有床診療所を対象に、地域医療構想に係
る意向調査を実施するとともに、調整会議において意向調査結
果を共有。

※ 意向調査の様式は、平成29年秋に実施した様式をベースに、総医
協における協議等を踏まえて必要な見直しを実施。(過剰な病床機能
への転換、非稼働病床の取扱い、開設者の変更等に関する項目を想
定)

○ 毎年度末に、調整会議で、意向調査結果等を踏まえ、地域医療
構想推進シート(平成29年度中を目途に合意)を更新。

※ 推進シートの様式は、総医協における協議等を踏まえて必要な見
直しを実施。

H30 構想説明会
本庁資料



「地域医療構想に関する説明会」の開催

○ 「地域医療構想推進シート」は、21圏域で作成終了。今後、地域医療構想の実現に向けた議論・取組を進める前
提となる情報等を共有するため、各圏域で開催。

○ 本庁からは、①構想の進め方、②医療介護総合確保基金による補助事業、③構想を踏まえた取組事例等を説明。

○ 保健所からは、①人口構造の変化(市町村別)、②入院・外来の受療動向(市町村別)、③病院・有床診療所の状況(許
可病床数、非稼働病床数、稼働病床数(機能別)、病床利用率、入院基本料、救急搬送受入数、公立病院については他
会計繰入金)を説明。

圏域 開催日程

参加病院・有床診療所数

(カッコ内はH30.7.1時点の
圏域内の病院・有床診療所
の数) ※

圏域 開催日程

参加病院・有床診療所数

(カッコ内はH30.7.1時点の
圏域内の病院・有床診療所
の数) ※

南渡島 8/20 27（67） 上川中部 7/9 26（77）

南檜山 6/8 4（8） 上川北部 7/23 8（10）

北渡島檜山 7/19 6（8） 富良野 6/11 5（6）

札幌 12／13，3/8，3/13 122（420） 留萌 7/25 8（10）

後志 7/31 14（46） 宗谷 6/9 6（12）

南空知 7/17 24（34） 北網 7/26 16（42）

中空知 8/24 13（23） 遠紋 8/23 9（15）

北空知 6/12 3（3） 十勝 8/28 23（58）

西胆振 11/７ 15（25） 釧路 7/9 18（32）

東胆振 7/12 17（29） 根室 9/19 ６（７）

日高 6/14 7（9） ※ 病床機能報告の対象となる医療機関に限定して計上 16



○ 平成28年度以降の病床機能報告の内容
○ 2025年の病床機能の予定
○ 「病床機能の転換」「病床の廃止」の予定・検討の状況
○ 過剰な病床機能への転換予定の状況（転換の内容、理由）
○ 非稼働病床の状況（非稼働の理由、今後の運⽤⾒通し）

１．病床機能報告の状況

○ 2025年を⾒据え、⾃らの医療機関が当該構想区域で担うこととしている役割につい
て、他の医療機関との役割分担・連携を考慮しつつ、以下の選択肢から主たる役割に最
も近い記述を選択するとともに、具体的な内容について記述

①救急患者の受⼊れや⼿術など、⾼度・専門医療を中⼼とした急性期医療を担う
②近隣の⾼度・専門医療を提供する医療機関と連携しつつ、救急患者の初期対応や⽐較的症状が軽い患

者に対する⼊院医療等の急性期医療を担う
③近隣の⾼度・専門医療を提供する医療機関と連携しつつ、急性期経過後のリハビリテーションを担う
④⻑期にわたり療養が必要な患者に対する⼊院医療を担う
⑤かかりつけ医としての役割や在宅医療における中⼼的な役割を担う

○ 開設者の変更（個人間の継承を含む）を予定・検討している医療機関について、開設
者の変更後に当該構想区域で担う役割・機能

地域医療構想の推進に関する意向調査

２．今後担うべき役割
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北海道における調整会議の活性化に向けた方策

厚労省通知(概要) 道の対応方針

１．都道府県単位の地域医療構想調整会議

○ 各圏域の調整会議における議論が円滑に進むように支援す
る観点から、都道府県単位の調整会議を設置し、以下の事項
を協議。
・ 各圏域調整会議の運用(協議事項、年間スケジュール等)
・ 各圏域調整会議の議論の進捗状況(具体的対応方針等)
・ 各圏域調整会議の抱える課題解決(事例共有等) など

○ 参加者は、各圏域調整会議の議長、医療関係者など。既存
の会議体の活用など、効率的に運用して差し支えない。

○ 道では、「総合保健医療協議会 地域医療専門委員会」におい
て、全道的な構想の進捗状況を共有するとともに、全道的な構想
の推進方針(調整会議の運営方針、スケジュール等)について協議。

○ 今年度から、道医師会と連携の上、地域医療専門委員会委員
(道医師会)、各圏域調整会議の議長・事務局の参加を得て、「地
域医療構想調整会議 協議会」を開催。構想の推進方針等に関す
る認識共有や進捗状況等に関する意見交換を実施。

地域医療専門委員会は、当該協議会における意見交換の内容を
踏まえ、より実情に即した協議を実施。

２．都道府県主催研修会

○ 構想の進め方について、各圏域調整会議の議長、参加者、
事務局を含む関係者間の認識を共有する観点から、研修会を
開催。都道府県医師会等の関係者と十分に協議を行い、共催
も含め、より実効的な開催方法について検討。

○ 研修内容は、行政説明、事例紹介、グループワーク等。

○ 対象者は、各圏域調整会議の議長、参加者、事務局など。

○ 今年度から、道医師会と連携の上、地域医療専門委員会委員
(道医師会)、各圏域調整会議の議長・事務局の参加を得て、「地
域医療構想調整会議 協議会」を開催。構想の推進方針等に関す
る認識共有や進捗状況等に関する意見交換を実施。【再掲】

○ 今年度、各圏域で、病院・有床診療所や自治体等を対象とした
「地域医療構想に関する説明会」を開催。今後の構想の進め方、
道内外の取組事例、医療介護基金を活用した事業等について説明。

３．地域医療構想アドバイザー

○ 各圏域の実情に応じたデータの整理や論点の提示といった
調整会議事務局が担うべき機能を補完する観点から、厚生労
働省において、都道府県の推薦を踏まえて都道府県ごとの
「地域医療構想アドバイザー」を養成。

○ アドバイザーは、構想の進め方に関して調整会議事務局に
助言を行う役割、調整会議に参加し、議論が活性化するよう
参加者に助言を行う役割を担う。

○ 以下の２名を「地域医療構想アドバイザー」として推薦。

・ 笹本洋一氏（北海道医師会常任理事）
※ 北海道医師会から推薦

・ 佐古和廣氏（名寄市立大学学長）
※ 上川北部圏域地域医療構想調整会議 副議長

〔今後、取組状況等を踏まえて新たにアドバイザーを推薦する可能性あり〕

地域医療構想に関するワーキンググループにおける議論を踏まえ、平成30年6月22日付けで厚労省通知「地域医療構想
調整会議の活性化に向けた方策について」が発出されたところ。これを踏まえ、道の対応方針を検討。
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○ 医療関係者(医師会、病院団体等)、有識者
等が構成員

○ 全道的な構想の進捗状況を共有
・ 圏域調整会議等における情報共有・意⾒交換の状況
・ 各圏域における構想を踏まえた取組状況
・ 病床機能報告の結果 等

○ 全道的な構想の推進方針について協議
・ 圏域調整会議の運営方針
・ スケジュール 等

北海道 総合保健医療協議会
地域医療専門委員会

○ 地域医療専門委員会委員（道医師会）、全
ての調整会議の議⻑と事務局（保健所）が、
構想の推進方針等に関する認識共有や各圏域
の進捗状況等に関する意⾒交換を実施

○ 道医師会が主催
※ 事務局業務については道庁が支援（都道府県主

催研修会の場としても機能）

北海道における地域医療構想の推進体制

地域医療構想調整会議協議会
（地域医療構想に関する意⾒交換会）

○ 医療関係者(医師会、病院団体、個別病院等)、市町村⻑、介護関係者等が構成員
○ 圏域の実情を示すデータや構想を踏まえた取組状況等を共有

・ 病床機能報告等に基づく医療資源や受療動向等のデータ
・ 道内外の取組事例
・ 地域医療構想に係る意向調査の結果 等

○ 各⾃治体・医療機関の課題や確保に取り組むべき機能等について意⾒交換
○ 地域医療構想アドバイザーなど、有識者の助⾔も必要に応じて活⽤

地域医療構想調整会議【圏域ごと】

運営方針の
提示等

取組状況の
共有等

データや課題を踏まえ、
具体的な取組を検討

具体的な検討・取組状況を、
調整会議に報告・共有

各医療機関の検討

※都道府県単位の地域医療構想調整会議

道医師会が
双方の会議に

出席
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【日 時】
平成３０年１２⽉９日（日） １３：００〜１５：００

【参加者】
○地域医療構想調整会議関係者

議⻑（会⻑）、事務局、その他関係者（郡市医師会、道⽴保健所、保健所設置市）
○地域医療専門委員会関係者（北海道医師会）
○その他関係者（地域医療構想アドバイザー、医育機関医師会）

【議 題】
１．地域医療構想アドバイザーについて ２．地域医療構想について（⾏政説明）
３．意⾒交換

※事前に「圏域の主要な課題」「調整会議の議論の進捗状況」「調整会議の活性化の方策」についてアンケート調査

＜主なご意⾒＞
○ 急性期経過後の受け皿確保が課題。
○ 現在の病床機能報告制度は「病棟単位の報告」であるが、「急性期」の病棟の中に「回復期」の患

者が⼊院しているのが実態。
○ 地域の実態を示すデータや取組の参考となる事例に関する情報をしっかりと出してほしい。
○ 調整会議の部会や調整会議の外に設けた意⾒交換の場などにおいて役割分担・連携について議論。
○ 在宅医療について、開業医の⾼齢化など、担い⼿の確保が課題。
○ 医師をはじめとする医療従事者の確保が困難。
○ 人口減少に伴い、医療需要が減少することを踏まえ、医療機関の共倒れを防ぎ、地域全体を守るた

めにも、再編・統合等の議論は重要。
○ 各地域で守るべき機能と三次圏域など広域化を図る機能とを区分した議論も必要。

「地域医療構想調整会議協議会」について
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１．地域医療構想アドバイザー
○ 厚⽣労働省では、都道府県の推薦を踏まえて、都道府県ごとの「地域医療構想アドバイザー」を

養成。構想の進め方に関して調整会議事務局に助⾔を⾏う役割、調整会議に参加し、議論が活性化
するよう参加者に助⾔を⾏う役割を担うことを想定。

○ 北海道の「地域医療構想アドバイザー」は以下のとおり。
・ 笹本洋⼀⽒（北海道医師会常任理事）※ 北海道医師会から推薦
・ 佐古和廣⽒（名寄市⽴⼤学学⻑）※ 上川北部圏域地域医療構想調整会議 副議⻑

２．各圏域調整会議の活性化に向けた支援
◯ 道では、アドバイザーには可能な範囲で調整会議に参加いただき、活性化に向けて支援いただく

方針。具体的には、現在、各圏域の調整会議について、
① 各病院等に現状・課題等について順次発⾔いただくこと
② 発⾔を踏まえて意⾒交換を⾏うこと
③ その際、議⻑や事務局から、発⾔の内容を掘り下げるなど、意⾒交換が活発になるよう配慮す

ること
をお願いしているところであるが、③についてアドバイザーが支援。

◯ アドバイザーの任期（R元.8迄）を目途に、21圏域のすべての調整会議に参加いただけるよう調
整していく方針。

３．都道府県単位の調整会議に関する支援
◯ 都道府県単位の調整会議に関し、地域医療専門委員会や地域医療構想調整会議協議会への参加・

助⾔など、効果的な運営に向けて支援いただく方針。

地域医療構想アドバイザーについて

21



佐古 和廣（さこ かずひろ）

Ｓ５０．３⽉ 北海道⼤学医学部 卒業

Ｈ ４．６⽉ 名寄市⽴総合病院脳神経外科
医⻑

Ｈ ５．４⽉ 名寄市⽴総合病院診療部⻑

Ｈ ６．４⽉ 旭川医科⼤学脳神経外科講師

Ｈ１０．４⽉ 名寄市⽴総合病院副院⻑

Ｈ１５．４⽉ 名寄市⽴総合病院院⻑

Ｈ２５．４⽉ 名寄東病院院⻑
名寄市⽴⼤学特任教授

Ｈ２８．４⽉ 名寄市⽴⼤学学⻑
〜現在

Ｒ元 ．６⽉ 北海道医師会副会⻑
〜現在

笹本 洋⼀（ささもと よういち）

Ｓ５９．３⽉ 北海道⼤学医学部 卒業

Ｈ ９．４⽉ 北海道⼤学医学部附属病院
眼科文部教官講師

Ｈ１３．４⽉ ささもと眼科クリニック院⻑
〜現在

Ｈ１９．４⽉ 北海道⼤学病院客員臨床教授
〜現在

Ｈ１９．４⽉ 札幌医科⼤学医学部臨床教授
〜現在

Ｈ２４．４⽉ 北海道眼科医会副会⻑
〜現在

Ｈ２５．４⽉ 北海道医師会常任理事
〜現在

Ｈ２６．９⽉ 日本医師会地域医療対策委員
〜現在 会委員

地域医療構想アドバイザーの略歴
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調整会議の運営に関する留意点

○ 調整会議の運営に当たっては、以下の点に留意いただきたい。
① 事務局から、「人口構造の変化」「受療動向」「病院・有床診療所の状況」に関する資料を共有いただ

きたい。
② 各病院・有床診療所が考える課題、地域において必要とされる機能について、順次発⾔する機会を設け

ていただきたい。
〔想定される発⾔〕
・ ①の「病院・有床診療所の状況」に関する資料を踏まえ、H29病床機能報告以降の動き、H30診療報酬・介護報酬

改定を踏まえた対応や検討状況など
・ 人口減少や⾼齢化を踏まえ、地域において維持・確保の必要性が⾼い機能など
・ 地域における連携の現状や今後の課題など 等

③ 各病院等の発⾔を踏まえて、フリーディスカッションを⾏っていただきたい。場合によっては、議⻑や
事務局から、発⾔の内容を掘り下げるなど、意⾒交換が活発になるよう配慮いただきたい。

○ 地域の実情を踏まえつつ、各病院等の関係者が発⾔しやすい環境となるよう、例えば以下のような取扱い
を検討するなど、調整会議の運営方法について配慮いただきたい。

・開催形式の例
例１）調整会議として開催 例２）病院部会として開催
例３）病院・有床診療所の意⾒交換会として開催

・参集範囲の例
例１）すべての病院・有床診療所 例２）すべての病院
例３）⼀部の病院（調整会議委員のみ、部会委員のみ、等）

・資料や議事概要（簡潔なもの）のみ公開（議事録は非公開）とすること
・圏域内で受療動向（連携先）が⼤きく異なる圏域では、グループを分けて議論すること

○ 受療動向等を踏まえて連携が必要となる圏域間においては、保健所職員が相互の調整会議に参加するなど
して、隣接圏域における議論の状況のフォローに努めていただきたい。
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○医療機能の分化・連携（他圏域との連携を含む） ○回復期機能の確保
○医療機関の再編・ネットワーク化 ○在宅医療等の充実 ○住まいの確保 等

１．各圏域の現状・課題

（１）不⾜が⾒込まれる病床機能の確保
○ 構想（必要病床数）や病床機能報告のほか、必要な調査・分析・推計等を実施
○ 具体的な取組（病院名、病床数等）や今後の協議・取組のスケジュールを記載

（２）医療機関の再編・ネットワーク
○ 役割分担・連携、ICTを活⽤した患者情報共有ネットワーク等について、具体的

な取組や今後の協議・取組のスケジュールを記載
（３）在宅医療等の充実

○ 在宅医療等の充実に向けた今後の検討・取組のスケジュールを記載
（４）市町村の取組

○ 地域包括ケアシステムの構築、住まいの確保、人材確保等に向けた取組を記載

地域医療構想推進シート（主な記載項目）

２．具体的な取組

○上記の具体的な取組に関する進捗状況の評価、今後に向けた課題、取組の方向性
３．今年度の評価と今後の方向性
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参考：「地域医療構想の進め方について」（抜粋）
※平成３０年２月７日付け厚生労働省通知

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2017（平成29年６⽉９日閣議決定）」におい
ては、地域医療構想の達成に向けて、「個別の病院名や転換する病床数等の具体的
対応方針の速やかな策定に向けて、２年間程度で集中的な検討を促進する」ことと
されていることを踏まえ、都道府県においては、毎年度この具体的対応方針をとり
まとめること。

○ この具体的対応方針のとりまとめには、地域医療構想調整会議において、2025
年における役割・医療機能ごとの病床数について合意を得た全ての医療機関の
① 2025年を⾒据えた構想区域において担うべき医療機関としての役割
② 2025年に持つべき医療機能ごとの病床数
を含むものとすること。

○ なお、平成30年度以降の地域医療介護総合確保基⾦の配分に当たっては、各都
道府県における具体的対応方針のとりまとめの進捗状況についても考慮することと
する。
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道においては、各医療機関の役割・医療機能に関する対応方針について、「地域医療構想の
推進に関する意向調査」で把握の上、地域医療構想調整会議で情報共有・意見交換を行い、
各圏域の「具体的対応方針」として、毎年度「地域医療構想推進シート」を更新。



説明内容

１．国の動き

２．道の取組
・基本的な考え方
・これまでの取組状況
・今後の取組方針

３．道の各種支援事業

４．具体的な取組事例
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2016年 地域医療構想策定

2018年 医療計画・介護計画 計画期間開始
診療報酬・介護報酬 同時改定

2021年 次期公立病院改革プラン計画期間開始？

2024年 医療計画・介護計画 計画期間開始
診療報酬・介護報酬 同時改定

2025年 地域医療構想のターゲット
（団塊の世代が75歳以上）

2036年 医療計画・介護計画 計画期間開始
診療報酬・介護報酬 同時改定
医師偏在解消の目標、時間外労働規制の暫定特例水準解消 など

2040年 団塊Jr.の世代が65歳以上

27

次期地域医療構想の策定？
（2040年を展望？）

2020年度に公立病院改革プランの
改定作業？

⇒ 2020年度に圏域全体の議論

と個々の病院の議論を並行し
て進めることは困難

⇒ 2019年度中に圏域全体の議
論を進めることが重要

（2019年度は重要な１年！）

中長期的なスケジュール（イメージ）



今年度の取組方針

○ 昨年度は、構想説明会の開催、調整会議の運営方法の検討、調整会議以外の意⾒交換の場づくり、議論の
活性化に向けたデータ提供、構想に係る意向調査結果の共有など、「情報共有・意⾒交換」の場づくりに向
けた環境整備に努めつつ、構想推進シートの更新に向けた意⾒交換を実施。

今年度は、更新後の構想推進シートに基づき、具体的な取組に向けた集中的な議論を促していく必要。

○ 集中的な議論を促していくためには、以下について整理し、関係者間で共有していく必要。
① 地域の実情を踏まえた「重点課題」の設定
② 当該課題に係る議論の方向性
③ 当該課題に係る議論の場づくり（参集者、会議・意⾒交換会の形式など）
④ 当該課題に係る議論のスケジュール感

○ 上記内容は、本来、構想推進シートに記載することが望ましいが、構想推進シートは公表資料であり、具
体的に記載することは困難な圏域もあることが想定される。構想推進シート以外の⼿段も含め、関係者間で
重点課題に関する認識共有を図り、取組を進めていくことが重要。

〔重点課題の⼀例〕
・ 人口減少を⾒据えた急性期機能の集約化、病院の再編・統合
・ 人口構造・疾病構造の変化を⾒据えた回復期機能（急性期経過後の受け皿、軽症急性期対応を含めた在宅支

援）の確保
・ 急性期病院と回復期・慢性期病院との連携強化
・ 在宅医療の提供体制の確保（効率的に提供するための住まいや交通、ICT活⽤の在り方等を含む。）
・ 数年以内に建替えを予定している病院における将来の役割・機能等の在り方
・ 地域における役割分担・連携の推進に向けた定期的な意⾒交換の場の設定 等

「地域医療構想調整会議 協議会」（H30.12.9開催）の事前調査において、主要課題として「急性期機能等
の集約化、医療機関の統合」を選択した圏域はゼロ。

今後、⼤幅な人口減少（患者数の減少）が予想される圏域（地域）については、医療需要が減少することを
踏まえ、各々の医療機関の機能・役割について現実的に検討するとともに、医療機関の共倒れを防ぎ、地域全
体を守るためにも、再編・統合等の議論を進めることが重要。
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今年度の構想関係スケジュール

４月〜６月 第１回調整会議
地域医療構想に関する説明会

・構想の取組方針、基⾦事業、道内外の事例など【本庁】
・地域の実情を示す各種データ、圏域内の取組状況など【保健所】

７月〜９月 第２回調整会議
「重点課題」の共有
各医療機関における検討状況の共有
H30病床機能報告の結果共有

９月〜10月頃 地域医療構想に係る意向調査

10月〜12月 第３回調整会議
「重点課題」を踏まえた取組状況の共有
各医療機関における検討状況の共有
地域医療構想に係る意向調査結果の共有

12月頃 地域医療構想調整会議協議会
「重点課題」の設定・共有状況
「重点課題」を踏まえた取組状況 など

１月〜３月 第４回調整会議
「重点課題」を踏まえた取組状況の共有
地域医療構想推進シートの更新
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「重点課題」の
設定・共有

「重点課題」を
踏まえた取組



公立病院改革に関する考え方
（総合政策部市町村課、保健福祉部地域医療課）

○ 新公⽴病院改革プランに基づき、「４つの視点」に⽴った改革を推進する必要。
① 地域医療構想を踏まえた役割の明確化
② 経営の効率化
③ 再編・ネットワーク化
④ 経営形態の⾒直し

○ 各病院においては、⾃院の現状の機能・規模の維持ではなく、圏域内で必要とされる機能の維持（中核的
な医療機関の機能維持など）に向け、⾃院の担うべき機能等について十分に検討するとともに、地域医療構
想調整会議や近隣医療機関との協議の場において率直な意⾒交換を⾏い、構想を踏まえた役割の明確化を進
める必要。

○ また、新改革プランの点検・評価を実施し、収支計画が実績と乖離する場合には、病院の在り方に関する
抜本的な⾒直しが必要。

例えば、病床利⽤率が継続して低い状況にあるなど、現状のままでは経営改善が⾒込まれない場合は、病
院の機能・規模の在り方や経営形態の⾒直し等に取り組むことが重要。

その際、調整会議等において地域の医療機関と十分に意⾒交換を⾏うこと、第三者による検討委員会の設
置など専門家の知⾒を取り⼊れることが必要。

○ 病院の建替えに当たっては、新改革プランの「４つの視点」を十分踏まえた慎重な検討が必要。
道庁としては、建設事業費の負担による⼀般会計への影響や収支状況の精査はもとより、地域医療構想調

整会議における再編・統合や役割分担等に関する意⾒交換の状況を踏まえた対応となっているか、十分に確
認を⾏う方針。

例えば、調整会議において検討課題とされた事項がある場合には、当該課題に関する具体的な検討が⾏わ
れ、反映されているかどうか⾒極めるなど、慎重に対応。
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説明内容

１．国の動き

２．道の取組
・基本的な考え方
・これまでの取組状況
・今後の取組方針

３．道の各種支援事業

４．具体的な取組事例
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１．地域における検討の促進

① 各医療機関による検討や地域医療構想調整会
議（部会や関連する会合等を含む）における
「情報共有・意見交換」を促進するため、病床
機能報告やレセプトデータ分析事業等に基づき、
各圏域の医療資源や受療動向等のデータを提供。

【想定されるデータ】
・病床利用率 ・平均在棟日数 ・従事者数
・救急搬送件数 ・重症患者の対応状況
・手術件数など急性期医療の実施状況
・リハビリテーションの実施状況
・長期療養患者の受入れ状況
・市町村ごとの受療動向（疾患別） 等

② 役割分担・連携や再編・ネットワーク化に関
する「意見交換」を促進するため、道内外の事
例（課題、議論の経過、取組）を情報提供する
とともに、必要に応じて事例の関係者を招聘。

③ 地域医療構想に係る意向調査の結果等、構想
を踏まえた取組状況等を共有。

(1)地域医療構想調整会議

〇 人口構造の変化に伴い、医療・介護のみなら
ず様々な分野で、住民のニーズが変化するとと
もに、担い手の減少などの課題に直面。

地域医療の在り方については、「まちづく
り」（産業・雇用、交通・住まい、教育・子育
て等）と一体的に、住民自身が理解を深めなが
ら議論を進めることが重要。

〇 「まちづくり」と一体的に、医療を含めた地
域包括ケアシステムの在り方を検討する取組
（行政における幅広い視点からの検討、住民が
参画したワークショップなど）を促進。市町村
に対し、道内外の取組事例を提供するとともに、
モデル的な取組の実施を支援。

・ 北海道厚生局では、平成31年度老人保健健康増進等事
業を活用し、「まちづくり」と一体的に、医療を含めた
地域包括ケアシステムの在り方を検討する手法等につい
て調査研究を実施予定。
R元年度は、行政における幅広い視点からの検討や住民

が参画したワークショップの開催など、モデル的な取組
を実施する自治体に対し、情報分析や企画コーディネー
ト、各種会合の開催支援等を実施予定（無償）。

※ ８月頃に総合政策部門に対し、意向調査予定

・ 道では、住民や医療従事者が、医療を含めた地域包括ケ
アシステムの在り方について話し合い、理解を深める場
づくりを行う取組等について支援（医療機関・住民交流
推進事業）

(2)まちづくりと一体的な議論

「地域医療構想推進シート」による
PDCAサイクルを実行 32

連動

各自治体・医療機関の課題や
確保に取り組むべき機能等について

意見交換
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参考：沼田町「暮らしの安心センター」

2010年（H22） 2040年

総人口 約3,600人 約1,500人（▲59％）

65歳以上人口 約1,300人 約900人（▲29％）

沼田厚生病院
・⼀般病床42床(15対1)

内科、外科、小児科
救急告示病院

沼田厚生クリニック（H26.4〜）
※H28.4から北海道厚⽣連が指定管理

・無床診療所（内科、外科、皮膚科）
・H29.7に「暮らしの安⼼センター」に移設

最新の検査機器の導⼊など予防・検診機能を充実

○H19.9
沼田厚生病院の運営に係る協定

＊運営損失⾦の全額補填を開始。

○H20.12〜H22.3
沼田町⾼齢者保健医療福祉計画策定委員会

＊町⺠10名を委員とする町⻑の諮問委員会。
（補填額の増加、施設の⽼朽化に伴う建替問題等が背景）

＊「30床の⼀般病院の建設」を答申。

○H24.6〜H25.3
病院・⾼齢者福祉施設検討プロジェクト

＊町⻑が主導して設置。事務局は政策推進室、メンバー
は財政・建設・保健福祉分野の課⻑・主幹等。

＊「ぬまた暮らし安⼼⽣活サポート戦略」を提案。
・無床診療所化（町⽴／厚⽣連に指定管理）
・新たな総合⽣活サービスシステム（⾼齢者⽣活支援ハ

ウス、地域交流センター、デイサービス等）

【沼田町の人口と推計】

○町⺠への具体的で丁寧な説明
H25.5〜7 病院の現状・課題、町の対応（ぬまた暮らし

安⼼⽣活サポート戦略）について説明。住⺠
の納得が得られるよう、病院の財政状況など
具体的な数字を提示。【全11会場/246名参加】

H26.2〜3 病院の無床診療所化について説明。医療・介
護が必要になった場合の対応方法を具体的に
紹介。【全９会場/363名参加】

○町⺠による「暮らしの安⼼センター」の機能検討
＊H25.10〜H27.10にかけて、20回以上のワークショッ

プを開催。住⺠ワークショップのノウハウを有し、ま
ちづくりの先進事例に詳しい外部コンサルを活⽤。

・⾏政による住⺠ヒアリング
・健康づくり、地域包括ケア、まちづくりなどの実践者を

講師とした勉強会
・まちづくりの具体的なイメージを図⾯・絵に落とし込む

ワークショップ
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暮らしの安⼼センター
診療所、暮らしの保健室、トレーニングジム、
デイサービス、カフェなどが集まった地域包括
ケアの拠点施設

庁内で「病院の問題」のみならず、まちづくりの課題として対応

庁内の検討 住民と行政の課題共有

平成30年度⽼⼈保健健康増進等事業（北海道の「地域医療構想」と地域包括ケアの連携を実現する「住⺠
主体のまちづくり」促進に向けた調査研究／⼀般社団法⼈北海道総合研究調査会）報告書より抜粋

2010年：国勢調査
2040年：社人研推計

＜沼田町ホームページより＞



２．病床機能分化・連携促進事業の拡充

〇 医療機関は、施設・設備（ハード）と専門人材（ソフト）を抱える貴重な社会資源。
地域において「まちづくり」と一体的に地域医療の在り方について議論を進める中、地域ごとの今後の

課題に応じて、医療機関という社会資源を最大限に有効活用していく視点が重要。

〇 こうした観点から、「病床機能分化・連携促進事業」について、様々な取組に活用できるよう拡充する
とともに、活用可能な具体的な事例等を周知するなど、事業を活用した取組を積極的に勧奨。

①地域で不足する機能の確保に向けた病床機能の転換
（急性期⇒回復期、慢性期⇒回復期、急性期⇒慢性期）
※ 回復期の確保と併せて行う在宅医療の機能強化に係る取組も対象

②病床削減に伴う診療所等の整備や診療機能の強化
※ R元年度より、病床削減を行う者と連携する者による取組も対象

（予定）

③複数医療機関で再編を進める際の各医療機関の機能強化
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補助対象 補助額

負担割合

道：1/2 事業者：1/2

補助基準額（上限）

【施設整備】
転換：5,187,500円×対象病床数
削減：5,022,500円×対象病床数

※ ①は転換数、②は削減数、③は各医療
機関の主たる機能の病床数

※ 整備面積にかかわらず一律上記の額

【設備整備】
10,800,000円留意点

〇 今年度から内示時期を早める運用改善を行い、年度当初から着工する事業も支援対象
（前年度秋に実施する要望調査においてご相談いただく必要）

〇 事業計画について、地域医療構想調整会議に事前報告することが条件



想定される事例（急性期医療機関）

例１：不足する機能の確保
（病床機能の転換）

急性期
200床

急性期 100床

回復期 80床

慢性期 20床
※ 緩和ケア病棟

訪問看護・リハ

例３－①：在宅医療の拠点整備
（ダウンサイズに伴う診療所・訪問看護STの整備）

急性期
200床

急性期
160床

在支診

訪問看護
ステーション

例２：医療機関の体制強化
（ダウンサイズに伴う施設整備）

急性期
200床

急性期 160床

※ 急性期機能の強化に向
け、手術室を整備

※ 医療従事者の負担軽減
に向け、スタッフルーム
を整備

赤囲みの取組が「病床機能分化・連携促進事業」の対象

例３－②：在宅医療の拠点整備
（ダウンサイズに伴う診療所・訪問看護STの整備）

急性期
200床

在支診

訪問看護
ステーション
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別主体が設置

(自治体、法人)

最大で約2.5億円補助
※約500万円×転換数（100床）×1/2

最大で約1億円補助
※約500万円×削減数（40床）×1/2

最大で約1億円補助
※約500万円×転換数（40床）×1/2

急性期
160床

最大で、合計約1億円補助
※例３－①と同様

２．病床機能分化・連携促進事業の拡充



想定される事例（慢性期医療機関）

慢性期
200床

在支診

訪問看護
ステーション

A：急性期
200床

B：急性期
100床
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想定される事例（複数医療機関の再編）

C：慢性期
100床

A：急性期 200床
※急性期病院として建替

B：回復期 80床
※ 地域包括ケア病棟に転換（80床）

削減（２０床）

C：慢性期 80床
※２０床削減し、

緩和ケア病棟を10床整備

在支診 訪問看護
ステーション

回復期 20床
※ 回復期リハビリテーション病棟

慢性期 80床
※ 緩和ケア病棟を10床整備

赤囲みの整備が「病床機能分化・連携促進事業」の対象

赤囲みの整備は、「病床機能分化・連携促進事業」の対象

最大で約3.0億円補助
※約500万円×転換数（1２０床）×1/2

（削減100床・転換２０床）

別主体の設置でも可
(自治体、法人)

A：最大で約５億円補助
※約500万円×200床×1/2

B：最大で約２.5億円補助
※約500万円×１００床×1/2

C：最大で約0.5億円補助
※約500万円×20床×1/2

２．病床機能分化・連携促進事業の拡充



２．病床機能分化・連携促進事業の拡充

区分 対象経費（R元年度予定） 経費として認めた事例

病床の転換

施設整備
病床機能の分化・連携に必要な、施設の新築・増改築・改修
に要する工事費又は工事請負費
（病室、診療室、処置室、談話室、機能訓練室、浴室、廊下、便所等）

○病室 ○リハビリ室

○トイレ ○ナースステーション

○浴室 ○治療室 ○廊下

設備整備

病床機能の分化・連携に必要な、医療機器等、患者輸送車及
び在宅医療を実施している（予定含む）病院において訪問診
療等に使用する車両などの備品購入費

※ 「在宅医療を実施している（予定含む）病院」とは、当該年度内に
おいて診療報酬上の在宅療養支援病院や在宅療養後方支援病院となって
いること。

○リハビリ関連設備
（昇降練習用階段、昇降式平行棒等、干渉電流
型低周波治療器、下肢装具油圧式足継手、ウ
オーキングトレーナー、ホットパック装置）

○電動ベット
（一般病棟で用意しているベットとは別で、患
者の在宅に向けた訓練に必要とする場合）

○医用テレメンター
（転換した病棟専用の場合に限る。）

病床の削減
（ダウンサイズ）

施設整備

診療機能等の強化のための医療施設等の整備に必要な、施設
の新築・増改築・改修に要する工事費又は工事請負費
（病室、診察室、処置室、記録室、談話室、機能訓練室、浴室、廊下、
便所等）

○SPD室 ○一般撮影室

○訪問診療・訪問看護室
（院内併設）

設備整備

診療機能等の強化のための医療施設等の整備に必要な、医療
機器等、患者輸送車及び在宅医療を実施している（予定含
む）病院（診療所）において訪問診療等に使用する車両など
の備品購入費

※ 「在宅医療を実施している（予定含む）病院（診療所）」とは、当
該年度内において診療報酬上の在宅療養支援病院（診療所）や在宅療養
後方支援病院となっていること。

○放射線撮影装置
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補助対象経費



３．ＩＣＴの活用促進（患者情報の共有、遠隔医療）

〇 広域分散型の本道において、医療機関間の役割分担・連携を進めるとともに、在宅医療の推進や医療・
介護の連携を通じた地域包括ケアシステムの構築に向けて取り組むに当たっては、ICTを最大限に活用し、
医療の質の向上と業務の効率化の双方を実現していくことが重要。

〇 こうした観点から、ICTを活用した患者情報の共有や遠隔医療について、①導入の前段階における支援
（先進事例の情報提供、事業計画作成等の支援）、②導入時の支援（設備整備の支援）を実施。
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①道内外の先進事例を
情報提供

〇 ICTの活用に関する道
内外の先進事例を情報提
供

【先進事例の整理の視点】

・事業の実施体制
・医療関係者の連携
・患者、住民の理解
・継続的な資金調達 等

②事業計画の作成など
導入準備の支援

〇 導入に向けた事業計画
の作成に当たり、ICTの
専門家によるコンサル
ティングを受けるための
経費等を補助(上限あり、
10/10)

③設備整備の支援

〇 患者情報の共有システ
ム、遠隔TVカンファレン
スシステム、モバイル端
末を活用した遠隔診療シ
ステムの設備整備に要す
る経費を補助(上限あり、
1/2）

導入による実績・効
果・課題等を整理し、
他地域での検討に資
するよう情報提供
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想定される事例

(1)患者情報の共有

(2)遠隔診療

中核医療機関
(センター病院等)

介護施設
介護事業所

自宅・住まい

訪問看護
ステーション

① 遠隔テレビカンファレンスシステムやモバイル
端末（R元年度から追加予定）を活用し、中核医
療機関が、専門医による相談・助言やトリアー
ジの支援等を実施(DtoD）

中核医療機関

医療機関

歯科診療所
介護施設

介護事業所

医療機関
(在宅実施)

② モバイル端末を活用した遠隔診療システム
により、地域の医療機関が、再診患者の診
療を実施(DtoP)

また、必要に応じて、中核医療機関の専
門医と連携して対応(DtoDtoP)

地域の
医療機関

訪問看護
ステーション

薬局

①・②いずれも、設備整備に要する費用の1/2を補助
②について、導入準備に要する費用の10/10を補助

（②は離島・へき地等に限る。）

①・②いずれも、設備整備に要する費用の1/2を補助
①・②いずれも、導入準備に要する費用の10/10を補助

医療機関

② 在宅医療チームの関係者の中で、
患者の状態像等に関する情報をリア
ルタイムに共有

① 中核的な医療機関等の電子カル
テに蓄積された情報等を関係機関
が参照できる体制を構築

※ 既存のネットワークの更新には原則活用不可。ただし、双方向で情報
共有するネットワーク等に高度化しつつ更新する場合は活用可能。

３．ＩＣＴの活用促進（患者情報の共有、遠隔医療）



２．地域の実情に応じた医療連携体制の構築
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参考：道内における患者情報の共有に関する取組状況

地域 名称 情報開示施設 情報閲覧のみの施設 備考

道南
南渡島 道南MedIka 10 80(医療機関、薬局、訪看、介護) H20～

南桧山 イ・ネット南桧山 13 2(医療機関) H23～

道央

千歳市 ちえネット 1 60(医療機関、薬局、訪看、介護) H29～

小樽市 小樽後志地域医療連携システム 3 12(医療機関) H23～

中空知 そらーねっと 5 1(医療機関) H27～

砂川市 砂川みまもりんく 1 49(医療機関、薬局、訪看、介護、市等) H27～

西胆振 スワンネット 166
H22～／H29年度にク
ラウド型EHR高度化事
業を実施(次頁参照)

東胆振 東胆振医療情報ネットワーク 4 27(医療機関) H25～

新ひだか町 新ひだか町バーチャル総合病院構想 5(介護を含む) 1(介護) H23～

道北
上川中部 たいせつ安心ｉ医療ネット 8 129(医療機関、薬局) H26～

上川北部、宗谷 ポラリスネットワーク 5 13(医療機関) H25～

オホーツク 北見市 北まるnet 13 51(薬局、市等) H24～

十勝
十勝 TOMA-net 63 4(介護) H26～

帯広市 はれ晴れネット 6 64(医療機関、介護) H26～

釧路・根室 釧路、根室 メディネットたんちょう 10 55(医療機関、薬局、訪看) H26～

○ 下の表は、前頁(1)①に該当する道内の取組のうち、二次医療圏又は市町村単位の主な取組を整理したもの。

○ 中核的な医療機関等が開示する情報(病名、処方、処置、検査結果、検査画像等)を、周辺の医療機関等が閲覧する
「一方通行」型のシステムが多い。薬局、訪問看護、介護施設・事業者等も情報閲覧施設としている取組もある。

○ 多くの取組において、数年以内にシステムの更新時期を迎えることが想定される。

※ 上記のほか、特定の医療機関等を中心とした患者情報の共有ネットワークが多数構築されている。



■事業概要

西胆振医療圏の現在の一方向性の地域医療連携ネットワーク「SWAN」を双方向化するとともに、現在は医療機関
のみの参加施設を、歯科、調剤薬局、介護施設、行政まで拡張し、多施設・多職種における双方向連携を実現する。

■運営主体：公益社団法人室蘭市医師会 代表者名 公益社団法人室蘭市医師会会長 稲川 昭

既存のネットワークのインフラや登録データなどの資産は破棄することなく、
新ネットワークでも引き続き有効活用する。

●実施地域
西胆振医療圏
（室蘭市、登別市、伊達市、豊浦町、壮瞥町、洞爺湖町）

●参加施設数（目標数）
（平成２９年度）
病院 18、医科診療所 27、歯科診療所 5、
調剤薬局 20、介護施設 10

（平成３３年度）
病院 22、医科診療所 70、歯科診療所 45、
調剤薬局 80、介護施設 200

●事業計画
基盤整備
①既存システムからのデータ収集（電子カルテ新規導入不要）
②標準規格に準拠したデータ連携（iD LINKに依存しない）
③診療情報と介護情報を一元管理するデータベースの構築
④クラウド型サービスの採用
組織整備
①規則、手続き、運用、契約、各種管理を一元的に管轄する
運営主体（法人化）
②各施設ごとのネットワーク参加メリットの明確化
③地域住民・施設の理解・参加獲得のためのプロモーション
④継続可能な事業計画・費用計画の策定

市立室蘭総合病院

洞爺協会病院

伊達赤十字病院

地域医療介護連携システム

EHR

従来型ＥＨＲケース

（一方向ネットワーク）

病院 病院

情報収集システム

情報収集システム

情報収集システム

情報収集システム

PIX

連携

PIX

連携
住民関連情報住民関連情報

データストレージデータストレージ

ＳＷＡＮネットＳＷＡＮネット

製鉄記念室蘭病院

日鉱記念病院

ポータル（受付）ポータル（受付）

医療介護情報統合医療介護情報統合

回復期病院
訪問看護

ステーション
介護系施設調剤薬局歯科診療所

双方向医介患者統合

Private Cloud

情報収集システム

EHR

G W

EHR

G W

住民情報の紐付け

宛先サーバー変換

複数データマージ

診療所診療所診療所診療所

閲覧閲覧

医科診療所

地域医療介護連携システム
異機種間連携コネクトサーバー

【参考】クラウド型ＥＨＲ高度化補助事業(平成２８年度補正)
北海道総合通信局

作成資料
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目的：多職種で患者さんに対してのチーム目標を設定。 ICTを活用して多職種がその目標達成に向けて効率的な連携と、
タイムリーな対応を⾏い、より質の高いケアを実現し患者のＱＯＬ向上やご家族の安心感の醸成を図る。

薬剤師

処方した薬剤の効果を
リアルタイムで実感できる

ケアマネジャ-

看護師

ワンチームサポート
による

効率的で質の⾼い連携

患者のＱＯＬ向上 安心感の醸成

どんな事象がBPSDで
どう対応をすればよいかわかる治療方針に沿って

日常生活をサポートできる

同じ視点で観察・共有し
効果的な連携ができる

ヘルパ-等

ワンチーム方針に
沿った共有情報

おたるワンチームSP

生活のリズムがわかり
患者にあった服薬指導が⾏える

かかりつけ医

素早く報告があり
患者の容態の変化に
いち早く対応できる

小樽市における多職種ネットワーク構築システム『おたるワンチーム』

事例：看取り、在宅延伸、QOLの向上

おたる地域包括ビジョン協議会（事務局：一般社団法人小樽市医師会）が関係機関に対し、必要な期間、
随時タブレット等の貸し出し。地域全体で同一システムを導⼊することで、連携先の変更等にも柔軟に対応可能。

補助事業活用例
（平成30年度）
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連携病院北見赤十字病院

Joinトークグループ

GWサーバ

患者搬送

搬送元
医師

脳神経外科医

患者到着前に
� 治療方針決定
� 手術室/器具/

デバイス準備完了
� 情報共有

処置・搬送方法

北網・遠紋圏域
救急搬送への患者情報共有ネットワークの活⽤について（北⾒⾚⼗字病院 脳卒中センター）

オホーツク圏域の中心的な医療機関を対象
道⽴北⾒病院 美幌国保病院 斜⾥国保病院 遠軽厚生病院
網走厚生病院 広域紋別病院 置⼾⾚⼗字病院
小清水⾚⼗字病院 陸別国保病院 津別病院 等地域連携システムにて搬送後の治療内容や検査結果

を連携病院へフィードバック

補助事業活用例
（平成30年度）
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〇 療養生活を送る患者に、在宅医療（自宅、介護施設や居住系サービスへの訪問診療等）の選択肢を提供
できるよう、在宅医療の提供体制の構築を進めていく必要。

〇 このため、訪問診療や訪問看護を行う医療機関等の拡大に向け、ハード・ソフトの両面から支援を実施。

44

４．在宅医療の提供体制の構築

医療機関
(訪問診療実施)

医療機関
(訪問診療実施)

①

②

病院等
（後方支援）

(1)訪問診療を行う医療機関の拡大
在宅療養支援病院・診療所を中心に、
「在宅医療グループ」を構成する場合、以下の取組を支援

① 急変時対応(後方支援)を行った医療機関に対し、一定額を支援

② 医師不在時（学会・研修等）に代診を行った医療機関に対し、
一定額を支援

③ 在宅療養支援病院・診療所が行う研修・勉強会に係る費用に
対し、一定額を支援

⇒ R元年度から、訪問診療を行う医療機関が少数の地域に
ついては、「在宅医療グループ」を構成しない場合も、
①・②の支援を実施（予定）

※ 地域の医療機関の機能・規模の変更と併せて、訪問診療等を行う医療機関を
整備する際、ハード整備について一定の補助を実施(P.35～37参照)

③

(2)訪問看護を行う機関の拡大

訪問看護を行う機関が無い（又は少数の）圏域において訪問看護ステーションを新たに設置する場合、立上げに要
する費用（看護師の人件費等）を支援

※ 地域の医療機関の機能・規模の変更と併せて、訪問看護を新たに開始する際、ハード整備について一定の補助を実施
(P.35～37参照)



５．働きやすく働きがいのある職場づくり

〇 医療従事者の「就業・定着の促進」や「早期の職場復帰」、業務の効率化等を通じた「コスト削減」や「経営改
善」に向け、各医療機関において、働きやすく働きがいのある職場づくり（勤務環境改善）を進めることが重要。

〇 併せて、医療従事者のモチベーションの向上や業務負担の軽減等の観点から、地域住民が医療に対する理解を深
めることも重要。

医療従事者にとって働きやすく働きがいのある環境整備に向け、上手な医療のかかり方に関する普及啓発活動や
医療機関と地域住民の交流活動など、医療機関・地域住民の相互理解を深めるために実施する新たな取組に要す
る経費を補助（事業費：上限40万円、補助率：1/2）

労働法制の正確な理解に向け、道内各地でセミ
ナーを開催。セミナー終了後は個別相談ブースも
設置し、きめ細かく対応。

〔参考：説明会の内容〕
・働き方改革関連法（2019年施行）
・医師の時間外労働規制（2024年から適用）
・医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組

（在院時間の管理、36協定の点検など）

○ 医療勤務環境改善支援センターにおいて、医療機関の現
状分析・課題設定から課題解決に向けた具体的な取組の検
討（勤務環境改善計画の策定）、取組の実施状況に関する
フォローアップに至るまで、総合的な支援を実施。

○ 今年度は、モデル的な取組を行う医療機関（５医療機関
程度）に対し、勤怠データの分析や職員アンケート、タイ
ムスタディ等の調査・分析業務を無償で実施。(7月まで公募)

〔参考：医療機関のニーズ・状況に応じた支援スキーム〕
① 全体支援（医療機関全体で課題を洗い出し、改善に向けた取組の検

討・実施を支援）
② 部門支援（個別課題の改善に向け、取組の検討・実施を支援）
③ 導入研修（勤務環境改善の機運醸成に向け、基本的な労働ルールやハ

ラスメント対策など、職員向け研修を実施）

〔参考：2018年度の支援例〕
(1)組織風土（ハラスメント対策、キャリアパスの作成など）
(2)日常業務（時間外労働の削減、医師事務作業補助者の活用など）
(3)人事諸制度（人事評価制度の見直しなど）

(4)医療機関・地域住民の相互理解を深める取組の支援

(1)ニーズに応じたきめ細かな支援（ノウハウ面）

(3)労働法制等に関する丁寧な周知

勤務環境改善計画の策定や計画に基づく事業に
取り組む医療機関に対し、取組に要する経費を補
助（事業費：上限300万円、補助率：1/2）

〔参考：想定される取組〕
・職員満足度調査の実施
・就業規則など労働関係規則の整備
・医師事務作業補助者等の業務拡大に向けた研修 など
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(2)ニーズに応じたきめ細かな支援（資金面）



参考：医療勤務環境改善支援センターの活用事例（札幌麻生脳神経外科病院）
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2018年4⽉
・院内の「未来を⾒つめる会」においてワークライフ

バランスに関する取組の重要性が提起される

2018年6⽉
・院内ワークライフバランスプロジェクトチーム発⾜
・メンバーは統括診療部⻑（医師）、各フロアの看護

師⻑、⼿術部師⻑、医事課⻑

2018年7⽉
・医療勤務環境改善支援センターに連絡、院内でのワークラ

イフバランス実現に向けた取組支援について打診
・7/11、センター相談員が訪問し、支援内容について説明

2018年8⽉
・8/22、センター相談員による初回ヒアリングを実施
・支援プランの作成・提示、合意。センターによる支援開始

●医療法人札幌⿇⽣脳神経外科病院（札幌市東区、1985年4⽉開設）
・許可病床数：145床（⼀般急性期7：1→105床、回復期リハビリⅡ→40床）
・診療科目：脳神経外科、神経内科、リハビリテーション科、放射線科
・職員数：正職員276名（常勤医師10名、看護師125名など）

○医療勤務環境改善支援センターへの相談の経緯

センター活⽤について院⻑・理事⻑
はじめ院内の理解・同意を得る

・院内における推進組織が設置されている
・推進組織メンバーの中⼼は医師

→院内全体の取組として位置づけられている

・院⻑・理事⻑など
が取組を承認

・組織として取組を
推進できる

ステップ１
病院の現状・課題認識の
把握、課題設定

○初回ヒアリングで、病院
の現状・課題認識を把握

○相談員において、聞き
取った内容を整理の上、
課題設定に向けて助⾔

○当該病院において、「解
決したい課題」を設定

ステップ２
課題解決に向けたセンター
による支援の検討

○相談員において、課題解決
に向けて必要となる支援を
検討し、支援プランを作成

○当該病院については、課題
解決に向けた具体策検討の
ための基礎的な情報収集を
主な内容として作成

ステップ３
センターによる具体的な
支援の実施

○センターにおいて、基礎
調査の実施を支援
(1)勤怠データの分析
(2)業務内容の整理
(3)管理者ヒアリング
(4)職員アンケート

→調査結果をもとに、取り
組むべき方向性を助⾔

ステップ４
課題解決に向けた具体策の
検討と取組の運⽤
○調査結果や助⾔を踏まえ、当

該病院において、課題解決に
向けた具体策を検討・決定

→「勤務環境改善計画」の作成
○計画に基づき取組の実施・

評価・⾒直しを実施
→ＰＤＣＡサイクル

○医療勤務環境改善支援センターによる支援の手順
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参考：平成３０年度「医療機関・住民交流推進事業」の事例
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○ むかわ町後援のもと、医療・介
護サービスに関する住民公開講座
を開催。

○ 鵡川厚生病院など関係機関が役
割分担しながら地域の医療・福祉
を支え、地域包括ケアシステムを
構築していることについて、住民
理解の醸成を図る。

○ 地域住民とともに、今後の木古
内町国保病院のあり方とまちづく
りを考えることを目的として、講
演、寸劇、パネル展示等を実施。

○ 医療に対する住民理解を深める
とともに、他町の医療関係者等が
集い、それぞれの立場についてと
もに考える場とし、医療従事者の
働きやすい環境を整える。

○ 「公立芽室病院をみんなで支え
る会」と協力し、今後の芽室町の
地域医療のあり方、医療従事者の
離職防止、就業確保等をテーマと
したフォーラムを開催。

○ 公立芽室病院の現状・今後に関
する情報共有の場とするとともに、
「まちの病院」としての役割を検
討・再認識する機会とする。



説明内容

１．国の動き

２．道の取組
・基本的な考え方
・これまでの取組状況
・今後の取組方針

３．道の各種支援事業

４．具体的な取組事例
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再編等に向けた取組
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（１）機能集約・機能分化の事例

◯ 設置主体の統合など（一部事務組合・広域連合、新法人、等）

◯ 役割分担の明確化など

（２）連携強化の事例

◯ 地域医療連携推進法人など
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平成31年2月22日
地域医療構想WG資料



医療機能が低下している３つの公立病院を、１つの救急病院（急性期）と２つの地
域医療センター（回復期・療養期）に役割分担し、医療提供体制を再構築

・町立大淀病院
・県立五條病院
・国保吉野病院

３つの公立病院（急性期）がそれぞれ医
療を提供

・急性期から慢性期まで切れ目の無い医療提供体制を構築
・救急搬送受入数 計 ５．７件→１１．２件/日（H28年度実績）
・病床利用率 ６５．０％→８８．８％ （H28年度実績）
・へき地診療所との連携強化

（医療情報ネットワークで結び、病院の予約や検査結果の相互利用）

発想の契機

連携内容

連携の成果

南和地域の広域医療提供体制の再構築

H29.3ドクターヘリ
運用開始

急性期・回復期
南奈良総合医療センター

新設（H28年４月）

回復期・慢性期
五條病院

改修（H29年４月）

回復期・慢性期
吉野病院

改修（H28年４月）

南和広域医療企業団

連携

１２市町村とともに、県が構成員として参加する全国でも珍しい一部事務組合で３病院の建設、改修、運営を実施

南和地域の医療提供体制の再構築、ドクターヘリの運用により、救急医療、へき地医療、災害医療等が充実

南奈良総合医療センター

吉野病院

五條病院

平成29年11月10日
社会保障審議会医療部会資料
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再 編 後

３病院の医師数
（H29.4.1現在）

（急性期中心）

南奈良総合医療センター

５８.２ 人

（回復期・慢性期中心）

吉野病院

５.８人

五條病院
３.０人

（計 ６７.０ 人）

南和地域の病院再編による医師確保への効果

再 編 前

３病院の医師数
（常勤換算）

※全て急性期病院

五條病院 25.7 人

大淀病院 13.0 人

吉野病院 9.7 人

（計 48.4人）

（参考）

南和医療圏
人口 ７８,１１６人

(2015年)
医師数 １０７人

(2014年)
人口10万人あたり医師数

１３７人
(2014年)

集約化による
急性期機能の向上

病院の役割の明確化による
医局からの協力

症例集積や研修機能の向
上による若手医師への魅力
向上

３病院の医師数計

48.4 人 ⇒ 60.8 人 （H28.4月時点）

（１．２６倍）

に対し

救急搬送受け入れ件数

2,086件 ⇒ 4,104件（H28実績）
（１．９７倍）

スケールメリットによる
診療科の増加・強化

� 専門研修基幹施設（１領域）

総合診療科

� 専門研修連携施設（12領域）

内科、外科、小児科、整形外科、

救急科、脳神経外科、麻酔科、

皮膚科、病理、形成外科

放射線科、総合診療科

� 基幹型臨床研修指定病院の指定申

請（H31年度の受入を目指す）

� 再編後に開始した診療科
� 産婦人科
� 歯科口腔外科
� 精神科
� 救急科

� 小児科の機能強化
� 南奈良総合医療センターに

機能集約
� 小児科救急輪番の充実

輪番日以外にも宿直対応、
� 夕診、午後診も実施

集約化のメリット

� 医大医師配置センターから

３病院への派遣人数 （H28,4派遣)

� 要請人数 ５２人(25診療科)
� 派遣人数 ５１人(25診療科)

24時間365日の救急体制の
ために必要な医師数

平成29年11月10日
社会保障審議会医療部会資料
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参考：病床機能報告
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（とある病棟のイメージ）

病床機能報告においては、病棟が担う医療機能をいずれか１つ選択して報告することとされているが、
実際の病棟には様々な病期の患者が⼊院していることから、下図のように当該病棟でいずれかの機能の
うち最も多くの割合の患者を報告することを基本とする。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

各々の病棟については、

として報告することを基本とする。

「回復期機能」

「急性期機能」

「慢性期機能」

「⾼度急性期機能」

回復期機能の患者

⾼度急性期機能の患者

慢性期機能の患者

急性期機能の患者

参考：病床機能報告について
平成30年5月16日

地域医療構想に関するWG資料を編集

問1 病床機能報告において、回復期機能を選択する場合の基準はあるか。

（答） 回復期機能については、「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーションを提
供する機能」と定義している。このため、リハビリテーション等を提供していない場合であっても、病棟の
患者に対し、主として「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療」を提供している病棟については、
回復期機能を選択することが適当と考えられる。

問２ 病床機能報告において回復期機能を選択した病棟では、回復期リハビリテーション病棟入院
料又は地域包括ケア病棟入院料しか算定できず、急性期の入院料や加算等を算定できないのか。

（答） 病床機能報告は、医療機関の各病棟が担っている医療機能を把握し、その報告を基に、地域における医
療機能の分化・連携を進めることを目的として実施しているものであり、いずれの医療機能を選択した場合
であっても、診療報酬の選択に影響を与えるものではない。 54
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参考：病床機能報告について

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供する機能

○ 急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
診療密度が特に⾼い医療を提供する機能⾼度急性期機能

回復期機能

慢性期機能 � 特殊疾患⼊院医療管理料
� 特殊疾患病棟⼊院料
� 療養病棟⼊院基本料

� 救命救急⼊院料
� 特定集中治療室管理料
� ﾊｲｹｱﾕﾆｯﾄ⼊院医療管理料
� 脳卒中ｹｱﾕﾆｯﾄ⼊院医療管理料
� 小児特定集中治療室管理料
� 新⽣児特定集中治療室管理料
� 総合周産期特定集中治療室管理料
� 新⽣児治療回復室⼊院管理料急性期機能

※⾼度急性期機能に該当すると考えられる病棟の例
救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新⽣児集中

治療室、新⽣児治療回復室、小児集中治療室、総合周産期集中
治療室であるなど、急性期の患者に対して診療密度が特に⾼い
医療を提供する病棟

○ ⻑期にわたり療養が必要な患者を⼊院させる機能
○ ⻑期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の

意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者⼜は
難病患者等を⼊院させる機能

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療
やリハビリテーションを提供する機能。

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や⼤腿骨頚部
骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を
目的としたリハビリテーションを集中的に提供す
る機能（回復期リハビリテーション機能）。

� 地域包括ケア病棟⼊院料（※）
※ 地域包括ケア病棟については、当該病棟が

主に回復期機能を提供している場合は、回
復期機能を選択し、主に急性期機能を提供
している場合は急性期機能を選択するなど、
個々の病棟の役割や⼊院患者の状態に照ら
して、医療機能を適切に選択。

特定⼊院料等を算定する病棟については、⼀般的には、次のとおりそれぞれの機能として報告するものとして取り扱う。
その他の⼀般⼊院料等を算定する病棟については、各病棟の実態に応じて選択する。

� 回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟⼊院料

平成29年10月26日
地域医療構想に関するWG資料
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地域医療構想調整会議の活性化のための地域の実情に応じた
定量的な基準の導入について（概要）

※平成３０年８月１６日付け厚生労働省通知

○ 病床機能報告に関しては、詳細な分析や検討が⾏われないまま、回復期機能を担う病
床が各構想区域で⼤幅に不⾜していると誤解させる事態が⽣じているという指摘がある。
※ 病床機能報告の課題は以下のとおり。

① 回復期機能に該当する病棟は、回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア病棟に限定されると
いった誤解をはじめ、回復期機能に対する理解が進んでいないことにより、主として回復期機能を有
する病棟であっても、急性期機能と報告されている病棟が⼀定数存在。

② 実際の病棟には様々な病期の患者が⼊院。主として急性期や慢性期の機能を担うものとして報告さ
れた病棟においても、回復期の患者が⼀定数⼊院。

○ ⼀部の都道府県では、都道府県医師会などの医療関係者等との協議を経て、医療機能
の分類に関する地域の実情に応じた定量的な基準を作成し、医療機能や供給量を把握す
るための目安として、地域医療構想調整会議における議論に活⽤することで、議論の活
性化につなげている。

○ 各都道府県においては、調整会議における議論を活性化する観点から、本年度中に、
都道府県医師会などの医療関係者等と協議を経た上で、地域の実情に応じた定量的な基
準を導⼊されたい。
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北海道における「定量的な基準」の考え方

○ 地域医療構想の目的は、人口構造の変化に伴い、医療・介護等のニーズや医療・介護等の担い⼿の状況が
変化していくことを直視し、いかなる機能をどのように確保していくかを現実的に検討していくこと。

構想で示す「2025年の必要病床数」は、こうした検討を進めるに当たり、圏域全体でどのような機能が
どの程度必要となるかという「⼤まかな方向性」を共有するため、「⾼度急性期」「急性期」「回復期」
「慢性期」の４機能を設定し、⼀定の仮定を置いて推計を⾏ったものであり、今後の地域医療の在り方を示
す参考値として重要であるが、絶対的な数値ではないとの認識を前提とする必要。

○ 今後、地域において維持・確保する必要がある機能や、関係機関で強化・推進する必要がある連携体制に
ついて検討を進めていく際には、調整会議等で、必要病床数と各医療機関の「病床機能報告」を参照するほ
か、必要に応じ、地域の医療ニーズの状況（疾患、診療内容、受療動向など）や、各病院・有床診療所の状況
（患者の数・状態像、医療従事者、診療内容など）など、より詳細かつ具体的なデータを共有することが重要。

※ 病床機能報告制度では、病棟ごとの病床機能（４区分）のほか、⼊院基本料、医療従事者数、延べ⼊院患者数・新規⼊棟患者数・退棟
患者数、退棟先、⼿術件数、重症患者の対応状況、救急医療の実施状況、リハビリテーションの実施状況、退院支援の実施状況等の項
目について報告（医療機関ごとの報告内容は道庁ホームページで公表）

※ 道では「電子レセプト情報等データベースシステム整備事業」（国保・後期⾼齢者医療制度のレセプトデータをデータベース化／東北
⼤学に補助）を実施しており、疾患ごとの受療動向、医療機関別の受療動向など幅広く分析可能。

○ その上で、病床機能報告制度は、各医療機関が、各病棟が担う機能について、「⾼度急性期」「急性期」
「回復期」「慢性期」の中からいずれか１つを⾃主的に選択して報告する制度であり、⼀般病棟⼊院基本料
等を算定する病棟等では「急性期」「回復期」「慢性期」の報告に幅があるのが現状。

このため、地域で必要とする機能等に関する検討のより⼀層の活性化に向け、各医療機関が⾃主的に選択
した病床機能に加え、各病棟の機能を推定し得る⼀定の「定量的な基準」に沿って整理した資料も共有。

○ なお、⼀定の「定量的な基準」は「絶対的な基準」ではない。共有される資料を契機として、どのような
状態像の患者がどの程度⼊院しているか等、関係者間でさらに具体的な情報共有を⾏うことが望まれる。

※ 病床単位の報告については、基準の設定方法や医療機関の負担など、全道的・全医療機関を対象として⾏う場合には諸々の課題がある
と考えられるが、各圏域において、医療機関の負担等にも配慮した同趣旨の取組（例えば、⼀定の医療機関等を対象に⼀定の基準を置
いて病床単位の機能を共有する等）が⾏われている場合には、こうした事例を全道的に共有し、今後の取組の参考としていただくこと
としたい。
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北海道における「定量的な基準」①

○ 病床機能報告制度において、各医療機関は、各病棟が担う機能について、「⾼度急性期」「急性期」「回
復期」「慢性期」の中からいずれか１つを⾃主的に選択して報告。

○ 今後、各圏域の調整会議では、従来どおり、各医療機関から報告された病床機能を整理した資料を共有す
るとともに、以下の「定量的な基準」に沿って整理した資料も、参考資料として共有。

なお、この「定量的な基準」は、各医療機関から報告された結果を「事後的に整理する際の基準」であり、
各医療機関が「報告する際の基準ではない」。

(1) 以下の⼊院料等を算定する病棟については、病床機能報告制度上、⼀般的に報告すべき機能が明確に
されていること等を踏まえ、病床機能報告により報告された病床機能を活⽤。
・ 救命救急⼊院料、特定集中治療室管理料、ハイケアユニット⼊院医療管理料、脳卒中ケアユニット⼊院医療管理料、

小児特定集中治療室管理料、新⽣児特定集中治療室管理料、総合周産期特定集中治療室管理料、新⽣児治療回復室⼊
院管理料

・ 回復期リハビリテーション病棟
・ 特殊疾患⼊院医療管理料、特殊疾患病棟⼊院料
・ 緩和ケア病棟

※ 療養病棟⼊院基本料を算定する病棟については、実態として、「慢性期」のみならず「回復期」と報告される病棟もあることから、
平均在棟日数により分類することとする。

(2) 上記以外の病棟については、平成30年度診療報酬改定における⼊院基本料体系の再編に関する考え方
等を踏まえ、以下の基準により「急性期」「回復期」「慢性期」を分類。

急性期：平均在棟日数21日以下の病棟
回復期：平均在棟日数22日以上60日以下の病棟
慢性期：平均在棟日数61日以上の病棟

※ 平均在棟日数＝在棟患者延べ数（年間）÷｛（新規⼊棟患者数（年間）＋退棟患者数（年間））÷２｝
（端数は切上げ）

※ なお、過去1年間の間に病棟の再編・⾒直しがあった病棟（在棟患者延べ数等が１年間分報告されていない病棟）については、病床
機能報告により報告された病床機能を活⽤することとする。 58



北海道における「定量的な基準」②

○ 病床機能報告制度において、各医療機関は、各病棟が担う機能について、「⾼度急性期」「急性期」「回
復期」「慢性期」の中からいずれか１つを⾃主的に選択して報告。

○ 今後、各圏域の調整会議では、従来どおり、各医療機関から報告された病床機能を整理した資料を共有す
るとともに、以下の「定量的な基準」に沿って整理した資料も、参考資料として共有。

なお、この「定量的な基準」は、各医療機関から報告された結果を「事後的に整理する際の基準」であり、
各医療機関が「報告する際の基準ではない」。

(1) 「急性期」として報告された病棟については、以下の基準により「急性期」「回復期」を分類。
急性期：「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者割合が15％以上
回復期：「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者割合が15％未満

※ 病床機能報告において「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者割合が報告されていない病棟については、病床機能報告により
報告された病床機能を活⽤。（産科及び15歳未満の小児の患者のみの場合、当該尺度による測定が算定の要件となっている⼊院基
本料等の届出を⾏っていない場合など）
ただし、「⼀般病棟13対1⼊院基本料」及び「⼀般病棟15対1⼊院基本料」を算定する病棟については、「回復期」に分類。

※ 地域包括ケア⼊院医療管理料を算定している病床を含む病棟については、病棟全体で「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者
割合が15％以上である場合も、地域包括ケア⼊院医療管理料を算定している病床で「重症度、医療・看護必要度」を満たす患者割
合が15％未満の場合には、地域包括ケア⼊院医療管理料を算定している病床のみ「回復期」として整理。

※ 「重症度、医療・看護必要度」については、平成30年度診療報酬改定で定義・判定基準等について⾒直しが⾏われており、平成30
年度以降の病床機能報告を整理する際には基準の⾒直しが必要であることに留意。

(2) 「回復期」⼜は「慢性期」として報告された病棟については、病床機能報告により報告された病床機能
を活⽤。
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○ 構想で示す「2025年の必要病床数」は、今後の地域医療の在り方を示す
参考値として重要であるが、絶対的な数値ではない。

○ 「定量的な基準」は「絶対的な基準」ではない。

○ 共有される資料を契機として、どのような状態像の患者がどの程度入院し
ているか等、関係者間でさらに具体的な情報共有を行うことが望まれる。

✕ 「定量的な基準」で整理すると、「必要病床数」に近づいた。
やはり現状どおりで問題ないのでは。

△ 「定量的な基準」には問題がある。「必要病床数」と乖離している。
より精緻な「定量的な基準」が必要。

○ 「定量的な基準」では「回復期」と整理されるが、当院には～という
事情がある。地域連携を進める中で、平均在棟日数の短縮化など、
課題を解決していく必要。
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【再掲】北海道における「定量的な基準」の考え方



参考：地域医療介護総合確保基⾦
（医療分）

※医療機関等を対象とした主なH31実施予定事業
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地域医療構想の策定・実現を⾒据え、病床機能分化・連携を促進するため、各医
療機関が実施する病床機能の再編などの整備に対して支援。
○ 急性期病床等から回復期病床（地域包括ケア病床を含む）等への転換支援
○ 病床のダウンサイズに伴う診療所等の整備や診療機能強化等への支援

区 分 内 容 補助基準額 補 助 率

施設整備
病床機能を転換するために必要な病室や機能訓練
室等の新築・増改築・改修

5,187,500円×
転換する病床数 1／2

以内

設備整備 病床機能転換に必要な医療機器等整備 10,800千円

【病床機能の転換】

病床機能分化・連携促進基盤整備事業（令和元年度予定）
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【病床の適正化を図るための転換】

区 分 内 容 補助基準額 補 助 率

施設整備
病室や診療室等への転換など、病床の適正化のた
めに必要な新築・増改築・改修

5,022,500円×
整備前病床数 1／2

以内

設備整備 病床の適正化のために必要な機器等の整備 10,800千円



【理学療法士等の確保・資質向上】

区 分 内 容 補 助 基 準 額 補 助 率

雇用経費
急性期から回復期などに転換す
る病院の理学療法士等雇用経費

１人につき 給与(上限350千円)×12月
（計 4,200千円上限）

1／2
以内

研修経費

理学療法士等（PT等）を所属外
の病院で技術研修を受講させる
場合や指導的PT等の派遣を受け
る場合の病院を支援

受講料 @10千円×240日
指導的職員派遣 @40千円×240日

【令和元年度予定 病床機能分化・連携促進基盤整備事業】
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整備年度 整 備 数 整 備 圏 域 等 （ 内 訳 ）

Ｈ２６
６圏域

［7施設］
（253床）

南渡島
［2施設］
（54床）

札 幌
［1施設］
（48床）

中空知
［1施設］
（44床）

西胆振
［1施設］
（48床）

北 網
［1施設］
（5床）

釧 路
［1施設］
（54床）

Ｈ２７
３圏域

［3施設］
（107床）

北渡島檜山
［1施設］
（40床）

上川北部
［1施設］
（58床）

釧 路
［1施設］
（9床）

Ｈ２８

４圏域
［4施設］
（138床）

札 幌
［1施設］
（40床）

東胆振
［1施設］
（50床）

上川中部
［1施設］
（38床）

十 勝
［1施設］
（10床）

Ｈ２９

２圏域
［2施設］
（54床）

稚 内
［1施設］
（50床）

十 勝
［1施設］
（4床）

Ｈ３０

４圏域
［4施設］
(151床）

南渡島
［1施設］
（10床）

留萌
［1施設］
（44床）

十勝
［1施設］
（47床)

釧路
［1施設］
（50床）

【実 績】



〇病院機能の再編・ネットワーク化するために必要な病院の施設・設備整備を支援。

〇事業の実施にあたっては、再編・ネットワーク化する各病院の機能や役割を明確
にし、病院間で連携を図ること。

区 分 内 容 補助基準額 補 助 率

施設整備
再編・ネットワーク化に必要な病室や診察室等の
新築・改築・改修

5,187,500円×
再編等により整備する

病床数

再編等による病床を整
理する場合は
5,022,500円×

再編等のより整理する
病床数

1／2
以内

設備整備 再編・ネットワーク化に必要な医療機器等整備 10,800千円

【病院機能の再編・ネットワーク化】 令和元年度事業内容（予定）

病院機能の再編・ネットワーク化
（病床機能分化・連携促進基盤整備事業）
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ＩＣＴを活用して患者情報を共有することで、関係者間の連携の推進、救急医療
等の効率化等を図る。
※介護サービス事業者を含んだ形でのネットワーク構築も対象

事 業 名 概 要 補助基準額 補助率

患者情報共有
ネットワーク

構築事業

・医療機関等相互における役割
分担、連携の推進、救急医療の
効率化を図るためのﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ
設備整備に補助
※介護サービス事業者も含む

・既存ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑの公開型病院の
拡大

１病院等当たり
30,000千円

１診療所等当たり
20,000千円

1／2
以内

（補助対象者：医療機関、市町村、医師会）

患者情報共有ネットワーク構築事業（令和元年度予定）

事 業 名 概 要 補助基準額 補助率

患者情報共有
ネットワーク
導入アドバイ

ザー事業

・地域にふさわしい継続性のある
ネットワークの導入に向けてICT
専門家からアドバイスを受ける
費用を補助（委託費、報償費等）

１医療機関等当たり
823千円

10／10
以内
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（補助対象者：病院）

事 業 名 概 要 補助基準額 補助率

防災用診療情
報バックアッ

プ事業

・浸水など非常時の診療情報の
喪失防止のため、診療情報等を
電子媒体により外部保存する
ための設備整備に補助

１病院当たり
12,000千円

1／2
以内

【令和元年度予定 患者情報共有ネットワーク構築事業】
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区 分 対象経費 補助基準額 補助率

遠隔地の医療機関をビデオ
会議システム（※）を活用

して支援する医療機関

遠隔医療促進事業に
必要な備品購入費

（取付工事料を含む）
3,000千円

1／2
以内遠隔地の医療機関をビデオ

会議システム（※）を活用
して支援を受ける医療機関

遠隔医療促進事業に
必要な備品購入費

（取付工事料を含む）
2,000千円

区 分 対象経費 補助基準額 補助率

この補助金により設備を
整備した医療機関等を支援

する医療機関

遠隔相談の実施に必要な経
費（給料、需用費、通信運搬費、
使用料等）

8,000円／時
（１週間の上限：

５時間）

10／10
以内

設備整備事業

（補助対象者：医療機関）

遠隔相談事業

遠隔医療促進事業（令和元年度予定）

遠隔地の医療機関に対し、ビデオ会議システム等を活用して支援を⾏
うことにより、医療の地域格差解消や医療の質及び信頼性の確保を図る
ための取組を促進。
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区 分 対象経費 補助基準額 補助率

設備整備事業
在宅患者遠隔支援に
必要な備品購入費

（取付工事料を含む）
5,000千円

1／2
以内

導入運営事業
遠隔医療等を実施するためのコンサルタ
ントなど外部専門家のアドバイザー費用
（委託費、報償費等）

2,699千円
10／10
以内

在宅患者遠隔支援事業

（補助対象者：離島、過疎地等の市町村）

令和元年度事業内容（予定）

遠隔医療促進事業
（在宅患者遠隔支援事業）

ＩＣＴを活⽤したコミュニケーションツール等の設備整備を⾏い、在宅患者等
の遠隔医療等を⾏うことについて支援
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区 分 内 容 補助基準額 補助率

医 師 派 遣 同一又は隣接医療圏内への医師等医
療従事者の派遣に要する経費への支援
（開設者が同一である医療機関への派遣は対
象外）

61千円×延日数
（上限なし）

１／２
以内

看 護 師 等 派 遣
25千円×延日数

（上限なし）

設 備 整 備
後方医療機関として必要な医療機器の

整備、研修会に活用するための医療機
器等への支援

10,800千円

研 修 会 等 開 催

地域に開放した研修会等の実施に要す
る経費への支援（医療関係者や住民に対し、地

域医療構想を周知し、意見交換を行うための講演
会・シンポジウム等も対象）

300千円×回数
（上限なし）

地方・地域センター機能強化事業（令和元年度予定）

地方・地域センター病院の地域医療支援機能を強化し、圏域における
きめ細やかな医療提供体制を構築。

Ｈ30年度より、「研修会等開催事業」の補助対象とする
対象回数（４回まで）を廃止。

69



平成30年度から義務化された、介護保険制度における
「在宅医療・介護連携推進事業」（市町村事業）への支援等により、地域にお
ける在宅医療提供体制の強化を図る。

在宅医療提供体制強化事業（令和元年度予定）

メニュー 内容 実施主体 補助率

在宅医療支援
グループの

運営等

○ 在宅医療を実施する医療機関や地区医師会等が事務局となり、
「在宅医」や「在宅医療未経験の医師」、「急変時の受⼊を⾏う
医療機関」によるグループを編成し、主治医・副主治医制、休日
夜間等不在時の代診制、受⼊病床の確保を通じて、新たな在宅医
を養成

○ カンファレンスの実施、看取り・緩和ケア・リハビリなどテー
マ別研修に要する費⽤に対し補助

医療機関
郡市医師会

市町村
10/10

グループ制が
とれない地域で
の在宅医療体制

の支援

○ 在宅医療を担う医療機関が少ない地域において、在宅医療を
新たに、⼜は拡充して実施する際に要する次の費⽤に対し補助

・休日夜間等不在時の代替医師にかかる費⽤
・受⼊病床の確保費⽤
・半径16kmを越えた訪問診療（診療報酬算定不可）に要する経費

医療機関
郡市医師会

市町村
10/10

訪問診療⽤
ポータブル
機器整備

○ エコー、⼼電図など訪問診療の充実に資する医療機器購⼊経費
に対し補助
【基準額】医療機関300万円、郡市医師会600万円
（上限額：医療機関150万円、郡市医師会300万円）

医療機関
郡市医師会 1/2

訪問看護
ステーション
設置促進等

○ 訪問看護ステーション不⾜地域におけるステーション設置等に
対する⽴ち上げ支援 市町村 1/2

Ｒ元新規
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［目的等］

医師国家試験合格者に占める女性の割合は３割

85%の女性医師は65歳まで働く意欲がある

医療施設に従事する医師に占める
女性医師の割合は、北海道は全国
ワースト２位。(H28三師調査）

女性医師が働きやすい職場環境づくりを推進することにより医師を安定的に確保

［事業内容］

北海道医師会女性医師等支援相談窓口（0120-112-500）※北海道に在住する全ての医師が利用可能です。

医師就労支援事業（勤務体制整備事業）（令和元年度予定）

区 分 事 業 内 容 補助基準額［補助率：1/2以内］ 補助対象経費

短時間正規雇用
制 度 導 入

短時間正規雇用制度を導入した医療
機関に対し、代替医師の雇用に必要
な経費を補助 ■短時間正規雇用等を実施する

場合 600,000円×運営月数

勤務体制整備に必要な次
に掲げる経費

給与費（常勤職員給与費、
非常勤職員給与費、法定
福利費等）、賃金、報償
費（謝金）、旅費、需用
費（食糧費除く）、役務
費、使用料及び賃借料、
備品購入費、委託料（上
記経費に該当するもの）

宿 日 直 免 除 等
宿日直の免除等、勤務条件の緩和を
行う医療機関に対し、代替医師の雇
用に必要な経費を補助

病 児 病 後 児 等
子 育 て 支 援

病児病後児保育の実施や学童に対す
るキッズスクールの開催等、子育て
支援を実施する医療機関に対し、各
種取組に必要な経費を補助

■独立したスペースにおいて病児
病後児保育を実施する場合

341,260円×運営月数
■上記以外の子育て支援を実施す
る場合

187,560円×運営月数
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医療勤務環境改善支援事業（令和元年度予定）

医療機関で働く医療従事者の勤務環境を改善し、離職防止や定着促進を図るため、医療機関が主体的に取り組
む勤務環境の改善に資する事業に対して支援する。

病院が策定した勤務環境改善計画に基づき取り組む勤務環境改善事業の実施に必要となる費用の一部を補助。
補 助 対 象 施 設 道内に所在する病院

主 な 補 助 要 件

・ 「医療勤務環境改善マネジメントシステムに関する指針」に基づき勤務環境改善計画を策定又 は補助事業実施期間内に
策定に着手していること。
・ 実施する事業は上記計画に関連して実施するものであること。
・ 事業の実施にあたっては、北海道医療勤務環境改善支援センターと連携し実施すること。

補 助 対 象 経 費 講師謝金、旅費、需用費(消耗品費及び印刷製本費）、役務費、委託料、使用料及び賃借料、医師事務作業補助者の給与

補 助 基 準 額 等
基準額：１施設につき3,000千円 （医師事務作業補助者の配置については、１月あたり250千円）
補助率：1/2

目 的

補助内容

医療勤務環境マネジメントシステム概要（医療機関における取組）

計画策定 定期的な評価

マ ネ ジ メ ン ト シ
ス テ ム 導 ⼊ 準 備
（ 方 針 表 明 、

体 制 整 備 ）

医療スタッフの勤務環
境に関する現状の分析

課題の抽出

改善計画の策定

取り組みの実施

さらなる改善

【勤務環境改善に資する事業の取組例】
・多部門、多職種による勤務環境改善に係る協議組織の設置
・医療機関で独⾃に⾏う勤務環境改善に係る研修会の実施
・医療機関における経営診断や職員満⾜度調査の実施
・就業規則、賃⾦規定など諸規則の整備
・医師事務作業補助者の配置 など

Ｄｏ
Ｐｌａｎ

Ａｃｔ
Ｃｈｅｃｋ
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救急勤務医・産科医等確保支援事業（令和元年度予定）

救急勤務医や産科医等に⼿当を支給することにより、処遇改善を通じた医師の確保
を図るとともに、臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対
し研修医⼿当を支給することにより、将来の産科医療を担う医師の育成を図る。

事業区分 補助対象 交付要件 補助基準額 補助率

救急勤務医
手当

二次救急医療機関
周産期

母子医療センター

� 医師への手当のうち、救急医療に従事することに対
する対価であることが就業規則等に明記している次
の手当

• H21.4以降に創設された手当
• H21.3以前に創設された手当を増額したもの

（増額分のみ対象）

１人１回当たり
� 休日
2年目 6,785円
3年目 4,523円

� 夜間
2年目 9,330円
3年目 6,220円

1/3
分娩手当

分娩を取り扱う
病院、診療所、
助産所

� 就業規則等において、分娩を取り扱う産科医及び
助産師に対して支給される分娩手当等を明記

� １分娩当たり、一般的 に入院から退院までの分娩
費用として徴収する額が５５万円未満

１分娩当たり
10,000円

新生児医療
担当医手当

ＮＩＣＵを有する
医療機関

� 就業規則等において、ＮＩＣＵに勤務する医師に対し
て支給される新生児医療担当医手当等を明記

� 診療報酬対象のＮＩＣＵがある施設

新生児１人当た
り10,000円

（ＮＩＣＵ入院初日
のみ）

研修医手当
産科専攻医を受け
入れている卒後研
修指導施設

� 就業規則等において、産科専攻医に対して支給さ
れる研修医手当等を明記

� 臨床研修修了後、産婦人科専門医の取得を目指す
産科専攻医を受け入れている卒後研修指導施設

研修医１人１月
当たり50,000円
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北海道小児救急電話相談

北海道では、夜間における子どもの急な病気やけがなどの際に、保護者等
が専任の看護師や医師から、症状に応じた適切な助⾔を受けられる「北海道
小児救急電話相談事業」を実施しています。

【相談の例】
○子どもが熱を出して、下痢をしています・・・・
○子どもの咳が止まらなくて・・・・
○子どもが誤って洗剤を飲んでしまって・・・・
など、小児救急に関する様々な相談を受け付けています。

【電話相談受付時間】
毎日 １９時～翌朝８時

【電話番号】
・ 短縮ダイヤル ＃８０００
・ ０１１－２３２－１５９９
※短縮ダイヤル「＃８０００」は、ご家庭のプッシュ回線及び携帯電話からご利用い

ただけます。（ＩＰ電話、ひかり電話及びＰＨＳからはつながりません）

電話相談は家庭での一般的対処に関する助言・アドバイスで
あり、電話による診断・治療はできませんのであらかじめご了
承ください。 74



区 分 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 契約期間 退職金 昇 進

フルタイム正職員 ○ ○ ○ 無期 ○ ○

短時間正職員
（所定勤務時間数問わず）

○ ○ △ 無期 ○ ○

パートタイマー △ △ △ 有期 × ×

補助対象者 補助対象経費 補助基準額 補助率

多様な勤務形態の制度を導入する医
療機関（国立、独立行政法人、道立
を除く）
（ただし、過去に当該補助金の受給
実績がある場合を除く）

①雇用する短時間正職員経費（人件費、法定福利費）
②報償費
③旅費
④需用費（印刷製本費、会議費、消耗品費）
⑤役務費（通信運搬費、雑役務費）

２，２９１千円
（実支出額と比
較して少ない方
の額を選定）

１／２
以内

多様な勤務形態導入支援事業（令和元年度予定）

正職員、短時間正職員・パートタイマーの一般的な相違

補助事業の内容

概 要
出産や育児・介護だけでなく、キャリアアップや⾃己啓発など個々のラ

イフステージに対応して働き続けることができるように、多様な正職員制
度・規則の導⼊支援を⾏う。

目 的 多様な勤務形態（短時間正職員やフレックス制、夜勤専従等）を導⼊す
ることによって、医療機関における看護職員の離職防⽌・復職支援を図る。
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看護職員の地域偏在に対応するため、未就業者から「地域応援ナース」を発掘し、地方へ の就業（就業地域に
短期間滞在）に至るまでの支援システムを構築する。

事業の目的

事業の概要

地域応援看護師
確保対策検討会議

北海道医師会

行 政

学識経験者

短期間滞在就業
（1ヶ月～1年未満）

都市部

地 方

★ 期待される成果 ★
・ 地域偏在の緩和 ・ 再就業支援の強化
・ スタッフの業務量の軽減
・ スタッフへの教育的支援が可能（長期研修への派遣） など

【検討内容】
・ 地域応援ナースの選考等
・ 地域応援ナース就業支援の評価・改善

地域応援ナース

看護職員としての豊富な
経験を持つ退職（離職）者

・マッチング
・受入条件調整
・就業中のフォロー
・施設同行訪問
・就業促進再研修
・地域応援ナース発掘

応援要請施設（不足地域）
●看護師・助産師

根室・日高・宗谷・南檜山・後志・留萌
・南空知・遠紋・富良野圏域の病院

●保健師
１万人未満の１２１市町村

北海道看護協会

キャリア
コーディネーター
（看護職）

※訪問看護ＳＴ出向支援
※助産師出向支援

北海道ナースセンター
登録

看護職員出向応援事業（地域応援ナース）（令和元年度予定）
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届出制度を活用した看護職員の再就業支援（平成３1年３月末実績）

初回支援結果

看護師等の届出（6,257人）

無料職業紹介事業登録（2,928人）
（無料職業紹介、復職支援研修など）

再就業
（1,374人）

未就業、就業中（看護師等・看護師以
外）、学生、その他、無回答（1,315人）

登録時点より
無料職業紹介事業

登録意向あり
（2,323人）

平成30年12月31日現在登録者支援数 6,257人
（内訳；電話、メール、面接、郵送）

求職者と
なるよう支援

説明を
ききたい
（54人）

希望なし
（3,431人）

◎初回支援計画：届出者全員に届出１週間後を目途に支援（6,257人）
支援内容）再就業支援に必要な情報確認、無料職業紹介事業の登録勧奨、離職理由に応じた復職意向の確認など

従来の
ナース
センター
事業

無回答 （449人）
・届出者からの連絡待ち

・届出者による自主登録待ち
・連絡がとれない

登録時点、無料職業紹介事業登録意向あり以外

初回支援により登録（605人）

情報提供
・定期的（3ヶ月、6ヶ月、1年）
・イベント、研修等案内
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